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は じ め に 
 

アラブ首長国連邦で開催されました国連気候変動枠組条約

第28回締約国会議「COP28」では、おおよそ10年間で化石燃

料からの脱却を加速させることが成果文書に盛り込まれるととも

に、2030年までに再生可能エネルギーを現状の３倍に拡大する

方向性等が確認されました。再生可能エネルギーは、重要な低

炭素のエネルギー源であり、資源に乏しい日本でも生産が可能

なため、エネルギーの安全保障の観点からも、今後国内における

取組の更なる推進が期待されます。 

福生市では、平成16年に環境基本計画を策定して以降、法令改正や社会情勢の変容等

を踏まえ、おおむね５年ごとに環境基本計画中期実施計画を策定し、実情に合わせて本体

計画を補正することで適切に取組を進めてまいりました。この度、環境基本計画の20年間に

わたる計画期間が終了することから、改めて市政の実態と整合を図るとともに、市域におけ

る脱炭素に向けた取組を推進するための「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」、現

在と将来の気候の変化と及ぼす影響について把握し、対応を進めるための「地域気候変動

適応計画」、生物の多様性を保全し、持続的に自然からの恩恵を享受できる地域とするため

の「生物多様性地域戦略」を包含させ、今後10年の環境の保全等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するため、ここに第２次環境基本計画を策定いたしました。 

計画策定に当たり、本市が取り組む環境施策に対し、市民の皆様がどのようなことを思い、

感じ、望んでいるのかを様々な年代において把握するため、インターネットを通じての回答も

可能とした「環境に関する市民アンケート」を実施いたしました。また、公募等によりお集まり

いただいた市民の皆様と「環境基本計画市民会議」を立ち上げ、環境に係る各分野のトップ

ランナーからの講義や先進事例の視察、本市の関係部署との意見交換会を通じて、メンバー

の方が思い描いた「望むべき福生の環境の姿」を「第２次福生市環境基本計画へ向けた市

民提言」という形でまとめていただきました。 

アンケート結果と市民提言を踏まえて策定作業を進めてまいりましたが、掲載した施策の

推進につきましても、過去から市民や事業者などの皆様との協働により取り組むことが、本

市の大きな特徴であり、誇るべき点であると感じております。目指すべき将来像であります

「私たちが変わり 私たちが変える エコシティふっさ」の実現に向けて、今後も変わらぬ御支

援と御協力をお願いいたします。 

結びに、本計画の策定に際し、御尽力いただきました環境基本計画市民会議や環境審議

会の皆様をはじめ、貴重な御意見をお寄せいただきました多くの市民の皆様に、心よりお礼

を申し上げます。 

 

 

令和６年３月 

福生市長 加 藤 育 男 
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序．福生市の環境の現状 

 

（１）環境政策の動向 

気候変動対策分野 

平成27年（2015年）12月に、気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）で、「パリ協定」が

採択されました。パリ協定では、世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて、2℃より十分低く保つと

ともに、1.5℃に抑える努力を追及することを掲げ、そのために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出

量を実質ゼロとする（＝カーボンニュートラル・脱炭素）目標が盛り込まれています。令和5年（2023年）3

月にIPCCが公表した第6次統合報告書では、気温上昇を1.5℃に抑えるためには、この10年間で急速

かつ大幅な削減が必要であることが示されています。 

パリ協定を受けて、国内法である地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という。）が令

和3年（2021年）3月に改正され、国の地球温暖化対策計画が同年10月に改訂されました。同計画で

は、カーボンニュートラルと整合する目標として、令和12年（2030年）度において、平成25年（2013年）

度比で温室効果ガスの46％削減が示されました。温対法の改正により、地球温暖化対策実行計画【区

域施策編】（区域全体の温室効果ガス排出削減を目指すもの）の策定が市区町村の努力義務となり、再

生可能エネルギー利用等の施策、施策の実施に関する目標を定めることとなりました。自治体レベルでの

脱炭素に向けた動きへの関心も高まっており、46都道府県、570市、22特別区、327町、48村（令和5年

12月28日時点）が令和３２年（2050年）までにゼロカーボンシティを表明しています。 

一方、1.5℃の目標を達成したとしても、気候変動の様々な影響は避けられず、その影響に対応するた

めの気候変動適応策も重要であるとされています。平成30年（2018年）6月に気候変動適応法が成立

し、気候変動地域適応計画の策定が市区町村の努力義務とされました。気候変動適応法は令和5年

（2023年）5月に改正され、熱中症対策がより強化されることになりました。 

都は、令和元年（2019年）12月に、「ゼロエミッション東京戦略」を策定し、コロナ禍を受けて翌年に改

訂した「ゼロエミッション東京戦略2020Update & Report」において、令和12年（2030年）までに温

室効果ガス排出量とエネルギー消費量をいずれも平成１２年（2000年）比で50％削減、再生可能エネ

ルギーによる電力割合を50％程度にする目標を掲げています。 

 

生物多様性分野 

令和4年（2022年）12月に、生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）で、「昆明・モントリオー

ル生物多様性枠組」が採択されました。愛知目標から引き継いだ「自然と共生する世界」を2050年ビジ

ョンとして、令和１２年（2030年）までに自然を回復の軌道に乗せるために生物多様性の損失を止め反

転させるための緊急の行動をとること（＝ネイチャーポジティブ）を掲げました。 

国内ではこの新枠組を見越して生物多様性国家戦略の見直しが進められ、令和5年（2023年）3月  

序．福生市の環境の現状 
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に「生物多様性国家戦略2023-2030」が閣議決定されました。生物多様性損失と気候変動に統合的

に対応すること、ネイチャーポジティブに向けた社会の根本的変革が必要であることを強調し、保護地域

以外での取組（OECM：Other Effective area-based Conservation Measures）も含めた健全な

生態系の確保、自然資本を守り生かす社会経済活動の展開などを柱にしています。なお、生物多様性基

本法の規定により、生物多様性地域戦略の策定は市区町村の努力義務とされています。 

都は、令和５年（2023年）4月に東京都生物多様性地域戦略を改定しました。本市の大部分が分類さ

れる「台地」の将来像として、エコロジカル・ネットワークの保全と回復、地域固有の生態系の回復などが

示されており、保全活動への参加や消費行動を通じて、すべての都民が生物多様性に配慮・貢献すること

などを目標としています。 

 

資源循環分野 

令和元年（2019年）6月、G20大阪サミットにおいて、令和32年（2050年）までに海洋プラスチックご

みによる追加的な汚染をゼロにまで削減することを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有され

ました。廃プラスチック有効利用率の低さや海洋プラスチックによる環境汚染が世界的に問題視されるよ

うになったことを受けたものです。 

国内ではこれに先立ち、同年５月に「プラスチック資源循環戦略」を策定、令和3年（2021年）6月には

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律が公布されました。循環型社会形成推進基本法にお

いて廃棄物処理・資源循環の原則として掲げられた３R（Reduｃe・Reuse・Recycle）に加え、プラスチッ

クを再生素材や再生可能資源に切り替える「Renewable」を原則とし、プラスチックのライフサイクル全体

を通して、資源循環を促進する方針を示したものです。市区町村はこれまでプラスチック製容器包装類の

分別収集・保管の義務を負っていましたが、プラスチック使用製品廃棄物についても再資源化の対象とな

りました。 

都は、前出のゼロエミッション東京戦略において、３Rとプラスチック対策、食品ロス対策を温室効果ガ

ス半減に向けた取組の柱として位置付けています。令和12年（2030年）までに一般廃棄物のリサイクル

率37％、家庭と大規模オフィスビルからの廃プラスチック焼却量を平成29年（2017年）度比で40％削

減、食品ロスを平成12年（2000年）度比で半減するという目標を掲げています。 

 

その他 

平成27年（2015年）9月の国連サミットで、「持続可能な開発のための2030アジェンダ」が採択され、

令 和 12 年 （ 2030 年 ） ま で の 達 成 目 標 と し て 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ SDGs ： Sustainable 

Development Goals）」が国際目標として掲げられました。 

SDGsは「誰一人取り残さない」ことを基本理念とし、持続可能な世界を実現するための17のゴール・

169のターゲットから構成されています。各ゴールは環境・社会・経済の各課題に関連するもので、これら

は相互に関連しており、統合的解決が図られるべきとされています。環境施策に関連するものとしては、水

と衛生（６）、エネルギー（７）、持続可能な消費と生産（12）、気候変動への適応（13）、陸上・海洋におけ

る生物多様性の保全（14･15）について目標が設定されています。各環境施策と関連が深いゴールは、
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健全な社会や活発な経済活動の基盤として位置付けられています（ウエディングケーキモデル）。 

国はSDGs達成に向けた中長期的な国家戦略として「SDGs実施指針」を策定しています。地方自治

体の役割として、横断的な推進組織を設置すること、各種計画にSDGsの要素を反映すること、取組状況

を把握することなどが期待されています。 

国は平成30年（2018年）4月に第五次環境基本計画を閣議決定しました。日本地域版SDGsとして

「地域循環共生圏」の考え方を示し、各地域が自立・分散型の社会を形成して、地域の特性に応じて資源

を補完し支えあう取組が推進されています。令和4年（2022年）12月からは第六次環境基本計画の策

定に向けた検討が開始されています。この計画においては、「循環」と「共生」を共通目標として環境行政

を統合的に運用すること、環境と他の政策分野の統合的アプローチを図ることなどが重視されることが見

込まれます。 

 

図 SDGs ウエディングケーキモデル 

 

 

図 地域循環共生圏の概念 
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（２）福生市の概況 

位置・地勢 

福生市は、都心から西へ約 40 キロメートル、多摩川の中流、左岸に添い、武蔵野台地の南端に位置

します。地形は多摩川によって形成された河岸段丘が緩やかに続き、標高の最も高い地点で海抜 143 

メートル、低い地点で 104 メートルとなっています。地質は、最上位の段丘（立川面）は関東ローム層、以

下の段丘は礫層、最も低位の多摩川の河原は、沖積層となっています。 

市街地は、福生駅を中心として、市の全域に広がっており、東は立川市、昭島市及び武蔵村山市に、西

は多摩川を隔ててあきる野市に、南は八王子市に、北は羽村市及び瑞穂町に接しています。また、市の東

北部には米軍の横田基地があり、行政面積の約３分の１を占めています。 

 

面積 約10.16平方キロメートル 

位置 南北 約4.5キロメートル 

東西 約3.6キロメートル 

緯度 北緯35度44分18秒（福生市役所） 

経度 東経139度19分37秒（福生市役所） 

標高 最高 143メートル（武蔵野台一丁目付近） 

最低 104メートル（福生市立福生第五小学校付近） 

 

 

出典：福生市市勢統計 ’22 
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人口・世帯数 

福生市の人口は令和5年（2023年）12月1日現在で56,484人となっています。近年では平成７年

（1995年）～平成12年（2000年）ごろをピークに緩やかな減少傾向にあります。将来的には引き続き人

口は減少していき、令和12年（2030年）頃には5万4千人程度になると見込まれています。 

 

 

出典：国勢調査（2010 年まで）及び福生市独自推計データ（2015 年以降） 
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世帯数については、令和5年（2023年）12月1日現在で30,982世帯であり、近年の傾向からも増え

続けています。一世帯の平均人数は年々減っており、2020年（令和2年度）は1.89人となっています。 

人口ピラミッドを見ると、男女ともに45～49歳や50～54歳の年齢層が多く、若年層は減少傾向にあり

ます。  

 

 

出典：福生市市勢統計 ’22 

 

 

出典：地域経済分析システム（RESAS） 
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産業構造 

福生市の産業構造は多様な業種により支えられており、突出した業種はありません。第三次産業を中

心とした都市型の産業構造となっており、特に卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業が活発となっています。  

 

 

 

 

出典：福生市市勢統計 ’22 

  

林業、農業, 3
建設業, 175

製造業, 105

電気・ガス・熱供給・水道業, 1

情報通信業, 13

運輸業、郵便業, 23

卸売業・小売業, 503

金融業・保険業, 25

不動産業、物品賃貸業, 125
学術研究、専門・技術サービス業, 76

宿泊業、飲食サービス業, 388

生活関連サービス業、娯楽業, 

218

教育、学習支援業, 77

医療、福祉, 192

複合サービス事業, 7

サービス業（他に分類されないもの）, 93

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

平成24年 平成26年 平成28年

事業所数 従業員数

（人） （事業所）



13 

 

土地利用状況 

福生市の地目別土地面積の割合は、宅地が90％以上を占めています。また、用途地域別としては、住

居専用地域に多くが用いられています。 

 

                                   図 土地目別面積 

 

出典：多摩地域データブック～多摩地域主要統計表～ 平成 28 年度版 

 

 

図 用途地域別面積 

 

出典：福生市告示第 120 号（令和 3 年 7 月 1 日） 
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商業地域

3.3%
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1.9%
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（３）気候変動の緩和に関する課題 

温室効果ガスの排出特性 

温室効果ガス排出量については、東京都62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防⽌プロジェクト」

による公表値を用いて推移を把握しています。本データでは横田基地の排出量が福生市の排出量として

算定されているため、平成27年（2015年）以降は独自の手法※で補正したデータを用いています。 

福生市の温室効果ガス排出量は、平成19年（2007年）から翌年にピークとなり、その後、平成24年

（2012年）以降に全国的な化石燃料比率の上昇を受けて増加したものの、近年は減少傾向にあります。

令和2年（2020年）度排出量の合計（横田基地補正後）は221千ｔ-CO2となっており、福生市地域新エ

ネルギービジョン・詳細ビジョンにおける基準年である平成15年（200３年）と比較すると、31％の減にな

っています（ただし基準年排出量には横田基地分が含まれています）。 

 

※「みどり東京・温暖化防⽌プロジェクト」が提供する排出量推計値に、福生市人口に対する基地内人口の比0.83（令和

元年）を乗じて求める。「みどり東京」の公表値にもこの手法による補正後の値が「参考値」として併記されている。 

 

図 部門別二酸化炭素排出量の推移 

 
出典：オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」 

 

部門別排出内訳をみると、店舗や事務所などにあたる業務部門が45％と最多を占め、次いで家庭部

門26％、運輸部門23％の順に多くなっています。運輸部門は90％が自動車によるものとなっています。 

福生市地域新エネルギービジョン・詳細ビジョンの基準年である平成15年（2003年）との比較では、

産業部門と自動車が約半減となっている反面、業務・家庭の両部門では補正なしの値で減少傾向はみら

れません。人口減少の一方で世帯数が増加していること、業務部門では事業所におけるOA機器などの

利用増加が影響していると考えられます。 
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環境省が公表している「自治体排出量カルテ」のデータでは、特に排出量の大きい「特定事業所」は市

内に３か所（産業部門１か所、業務その他部門２か所）が存在しています。特定事業所の占める排出割合

は、産業部門では4割弱ですが、業務部門では2割に満たないという推計結果が示されています。 

そのため、福生市での温室効果ガス排出量削減は、中小規模の事業者による取組と一般家庭での取

組を推進することが鍵となります。市民一人ひとりの暮らしやなりわいと密接に結びついた動きが必要で

す。 

 

図 令和２年（2020 年）部門別 CO2 排出量の内訳 

 

出典：オール東京６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」 

 

 

再生可能エネルギーのポテンシャル 

環境省「自治体再エネ情報カルテ」 の掲載データをもとに、市内の再生可能エネルギーポテンシャル

（導入可能量）を整理します。 

電気については全量が太陽光発電で、年間155,143MWhのポテンシャルがあります。市内の電気使

用量の68％に相当します。太陽光発電のポテンシャルは建物系の設置可能性がほとんどで、戸建住宅が

48％、その他建物が34％を占めています（ただし、建築物の屋根面積に一定の係数を乗じて一律に推計

した結果であり、築年数や日射量などは反映されていません）。市域面積が狭く、農地や山林も少ないこと

から、土地系の設置は期待できません。 

熱については太陽熱と地中熱で、年間1,984,921GJのポテンシャルがあります。市内の熱需要量の

80％に相当します（ただし、建物が存在する場所で利用可能と想定しているため、実際の導入可能量より

相当に過大な数値と考えられます）。 

以上の推計結果から、市内の再生可能エネルギーは建物の屋根を中心に最大限の導入を目指すこと

が必要です。地産地消で市内のエネルギー需要をまかなうことは現実的ではないため、再生可能エネル

ギーを確保する手法について多角的に検討する必要があります。 

産業

4%

家庭

26%

業務

45%

自動車

21%

鉄道

2%

廃棄物

2%
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図 再生可能エネルギーポテンシャル 

  

出典：環境省「再エネ情報カルテ［REPOS］」より作成 

 

  図 太陽光発電ポテンシャルの内訳 

 

導入場所 
発電量 
（MWｈ／年） 

官公庁 2,285  

病院 1,064  

学校 4,407  

戸建住宅等 74,708  

集合住宅 7,120  

工場・倉庫 2,446  

その他建物 52,304  

鉄道駅 586  

農地 10,808  

  畑 2,482 

  荒廃農地（営農型） 120  

  荒廃農地（再生困難） 8,206  

出典：環境省「再エネ情報カルテ［REPOS］」より作成 

市民の意識・行動（市民アンケート結果より） 

気候変動について64％の市民が「関心が高い」と

回答しており、様々な環境問題のうち最も多く選択さ

れていました。エネルギー問題、ヒートアイランドといっ

た関連する問題への関心も、比較的高い状況です。

その反面、「市が力を入れるべき」と回答した割合は

高くありません。重大な問題ではあるが、地域レベル・

個人レベルで取り組むことではない、という印象があ

ることがうかがえます。 
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気候変動の緩和につながる個人の取組状況を尋ねたところ、「省エネ性能の高さを重視した家電製品

等の選択」、「使用しない照明や家電のスイッチオフなどの省エネルギー行動」は、「日ごろからよく行って

いる」「行ったことはある」の合計がそれぞれ84％、93％と、すでに取り組んでいる市民がほとんどであり、

省エネの意識は高いことが分かりました。 

しかし「再生可能エネルギー比率の高さを重視した電力会社の選択」については、45％が「意識したこ

とがない」と回答しています。比較的新しい制度や仕組み・技術を活用した行動転換には至っていないこ

とがうかがえます。 

 

 

   

 

 

 

 

出典：市民アンケート集計結果 
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（４）気候変動の影響に関する現状 

顕在化している気候変動影響 

近年の地球温暖化、気候変動により気温の上昇が観測されています。東京都全体においては、これま

での100年間で平均気温が約2.6℃上昇しています。気温上昇に伴い、真夏日日数・猛暑日日数、短時

間での大雨の回数などが増加傾向にあり、生活環境についても影響が顕在化していくことが懸念されて

います。 

 
出典：気候変動適応情報プラットフォーム 

 

 

出典：気象庁 HP 
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福生市においては、近年の平均気温及び降水量に若干の上昇傾向が見られます。これは前述した東京

都全体と同様の傾向となっており、本市においても地球温暖化、気候変動が要因となる生活環境変化へ

の懸念が見込まれます。 

 

図 年平均気温（℃）                                  年間降水量（mm） 

 

出典：気象庁 HP データ（青梅気象台） 

 

気候変動の影響により、自然災害に伴う被害も懸念されます。特に、令和元年（2019年）10月に関東

地方に上陸した台風19号（令和元年東日本台風）は記録的な大雨をもたらしました。多摩川の氾濫の危

険があったことから、南田園・北田園地区の約3,500世帯6,800人を対象に、本市初となる避難指示が

発令され、約1,600人が避難、人的被害はなかったものの、大きな混乱と不安に包まれました。福生かに

坂公園、多摩川中央公園、福生南公園が冠水し、復旧までに1年以上を要しました。 

 

 

将来の気候変動影響に関する予測 

①気象の変化 

気候変動の影響は、今後どれだけ温室効果ガスが排出されるかによって異なり、シミュレーションに使

用する気候モデルによっても差が生じます。 

厳しい温暖化対策（排出削減対策）を取らない場合、今世紀末までに多摩部の平均気温は3.4℃上昇

すると予測されています。真夏日は19日、猛暑日は25日、熱帯夜は9日増加するとの予測もあり、夏がよ

り厳しく、長くなると考えられます。 

厳しい温暖化対策を取った場合でも、１℃から３℃弱の気温上昇が見込まれています。 
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図 気温の現在と将来の比較              図 猛暑日・熱帯夜日数の現在と将来の比較 

  

出典：東京都気候変動地域適応計画資料編 

 

 

 

 

図 温室効果ガス排出量・モデルごとの東京の平均気温変化の予測 

 

出典：気候変動適応情報プラットフォームに加筆 

 

  

厳しい温暖化対策を取った場合 

（２０５０年カーボンニュートラルの水準） 

これ以上の温暖化対策を取らなかった場合 

（現在並みの排出状況） 
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また、気温が上昇すると熱中症のリスクも高まります。厳しい温暖化対策を取らないケースでは、今世紀

末には熱中症搬送者数が最大８倍程度、熱ストレス超過死亡者数は１０倍程度まで増える可能性が指摘

されています。 

人口が減少していく中、医療提供体制が充実していくことは考えにくく、熱中症患者等が増えた際の救

急医療が十分に行われない可能性もあります。また、激甚化する自然災害に直面した際、すべての市民の

生命・財産を守るためには、地域の中で顔の見えるつながりを保つこと、あるいはそれに代わる手段を持っ

ておかなくてはなりません。気候変動の影響は、社会の脆弱なところにより強く表れることを認識しておくこ

とが必要です。 

 

図 温室効果ガス排出量・モデルごとの熱ストレス死亡者数、熱中症搬送者数の予測 

 
出典：気候変動適応情報プラットフォーム 

 

市内の気候変動影響の評価 

庁内で気候変動適応に関係する業務※を担当している課・係の担当者らによるワークショップを実施し、

将来どのような影響が考えられるのか、その影響はどのくらい重大で確信度が高いのか、その上で今後ど

のような取組が必要なのかを話し合いました。 

福生市にとって重大な影響になると考えられるのは、多摩川の洪水や崖線などの斜面崩壊の危険性が

高まること、熱中症による搬送者・患者数が増えること、特に高齢者や乳幼児などのリスクが高いことです。

これらの課題は、緊急性・確信度とも比較的高いため、優先して対応していく必要があると判断されました。

すでにこれらの課題に対応する事業も実施されていますが、より効果的な取り組み方を模索し、早期に対

応を図っていく必要があります。 

 

※国の変動適応計画における主要７分野である「農林水産業」「水環境・水資源」「自然生態系」「自然災害・

沿岸域」「健康」「産業・経済活動」「国民生活・都市生活」に係る部署 
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表 庁内ワークショップの検討結果 

 
●：高い  ▲：中程度  ■：低い 

 

※庁内ワークショップでの発言内容を掲載したもので、専門家が検証したものではありません。気候変動との

直接的な因果関係があると断定できないものが含まれている可能性があることに注意が必要です。 

  

追加的適応策の
検討

分野
これまでに生じている

気候変動影響
将来的に考えられる
気候変動影響

重
大
性

緊
急
性

確
信
度

優
先
度

既存施策や
過去の対処方法

追加すべき取組

短時間強雨の頻度が高
まっている
汚水処理量が増大し能
力不足となる

短時間強雨がさらに増
え、 排水不良、 道路冠
水が増える ▲ ▲ ▲ ▲

雨水侵入水の侵入経路
の絞り込み

土砂災害特別警戒区域
が市内7カ所指定

崖線などの斜面崩壊の
危険性が高まる

● ▲ ▲ ●

せせらぎ遊歩道公園整
備事業
法面調査、 5年に一度実
施

多摩川の洪水の危険性
が高まっている

多摩川の洪水の頻度が
高まり、 被害が拡大す
る ● ▲ ▲ ●

ハザードマップ(洪水)
の作成・ 周知
風水被害に関する普
及・ 啓発(出前講座等)

蛍に関係する生態系の
変化
(悪化)

▲ ■ ■ ■

多摩川河川敷の桜の開
花が早まっている（ 桜
まつりの時期に開花の
ピークが合わなくなっ
ている）

▲ ■ ■ ■

公園等で雑草が増える ▲ ■ ■ ■
マダニ、 ヤマビルなど
感染症媒介生物が侵
入・ 定着する

ー ー ■ ■

街路樹や植栽が枯れて
しまう ▲ ■ ■ ■

自然の変化による
行事への影響

多摩川河川敷の桜の開
花が早まっている（ 桜
まつりの時期に開花の
ピークが合わなくなっ
ている）

➞桜が開花する時期に

合わせて祭りの時期を
決定

➞時期が定まらない

▲ ■ ■ ▲

35℃を超える日が増え
たことで、 熱中症警戒
の呼びかけを発信する
ことが増えている
工事の作業

熱中症による搬送者・
患者数、 死亡者数が増
える

● ● ● ●

熱中症警戒アラート が
出たら、 体育施設の利
用をキャンセルすると
還付される
熱中症警戒アラート が
出たらメールを配信

農作業をする時間が制
限される
(時間をずらす、 短く
する)
露地栽培の作物のでき
が落ちている?

暑さに対して脆弱な高
齢者、 小児・ 乳児のリ
スクが高まる
高齢者への啓発が課題 ● ● ● ●

熱中症対策リーフレッ
ト を高齢者に配布
保護者にチラシ配布
大塚製薬と共同制作の
ポスター掲示

蚊が媒介する
感染症への注意が必要 ▲ ■ ■ ■
七夕まつり、 夏祭りな
ど夏季の行事の開催が
難しくなる
七夕まつりは7～8月で
ないと成立しない

▲ ■ ■ ▲

ミスト 扇風機を利用
時期の変更
夜間に実施

屋外での活動がしにく
くなる

➞時間を早める
● ● ● ●

時間を早める
短時間にする
給水・ 休憩

ミスト が出る装置を作
る

暑さによる行事へ
の影響

福生市に予測される
気候変動影響の抽出

影響評価 既存の適応策

自然災害の増加・
激甚化

自然の変化

暑さによる健康影
響
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市民の意識・行動（市民アンケート結果より） 

気候変動の影響と思われる市内の変化について情報を募ったところ、多くの意見が寄せられたのは多

摩川・多摩川河川敷に関することでした。「桜の開花が早まっている」という意見が最も多く、「豪雨で増

水することが増えた」という意見もありました。市内全体での変化としては「気温が高すぎる」、「植物の開

花時期などが変わった」などの意見や、具体的な箇所を挙げて、樹木や屋敷林の伐採、畑の減少との関

係を指摘する意見などもありました。 

下の表は市民の皆さんから寄せられた情報であり、専門家の検証を経たものではないため、厳密には

気候変動影響とは言えないものが含まれている可能性があります。しかし、気候変動の影響は様々な要因

が絡み合って生じるもので、環境の変化に気づき、それを共有して蓄積していくことが、適切な対応を検討

する大切な一歩です。 

 

どこで？ どんな変化を感じる？ 

多摩川、多摩川河川敷 桜の開花が早まっている(7) 

桜の葉が落ちるのが早い、花の色が薄い 等 

台風や大雨で急に増水する、警戒が必要になる頻度が増えている 等（6） 

河川敷の形状が変わってきた（3） 

草の伸びが早い、草木が過度に茂っている 等（5） 

セミの鳴き声、渡り鳥の変化 

セミ、フクロウの鳴き声が少なくなった 

ブタクサの飛散が早くなった 

水が温かい 他 

玉川上水 桜の開花が早い 

ホタルが少ない 

昆虫が少なくなり、鳥（ツミ）等も見られなくなった 

市内全域、自宅付近 気温が高すぎる、クーラーなしで寝られない（5） 

植物の開花時期などが変わった（5） 

路面の照り返しが酷い(3) 

雑草の伸びが早い、抜きにくい(3) 

豪雨による市中冠水や洪水の危険性が増えた（2） 

11月になっても蚊が出る 

ツマグロヒョウモン（南方系のチョウ）が見られる 他 

※（ ）内の数字は類似意見の件数 

※アンケート回答に記入された内容をそのまま掲載したもので、専門家が検証したものではありません。気候変

動の影響として生じた事象ではないものが含まれている可能性があることに注意が必要です。 
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個人が日常的に実施できる気候変動適応のための行動として、自然災害への備えや熱中症対策など

があります。 

「気象災害などの際の避難場所・経路の確認」については、「日ごろからよく行っている」「行ったことが

ある」の合計が78％程度と、多くの市民が取り組んでいることが分かりました。しかし実際には、避難場所

を一度確認しただけであったり、多摩川に近い田園地区とそれ以外の地区の居住者では危機意識に差

があるなどの現状があると考えられます。「意識したことがない」という市民も20％いることから、すべての

市民が、どこにいても適切な行動を取れるよう、気象災害への備えを日常化していくアプローチが必要で

す。 

「暑さを避けた活動時間・時期の変更」については、こちらも「日ごろからよく行っている」「行ったことが

ある」の合計が78％程度と、多くの市民が意識しています。気候変動の進展にともない、猛暑日の日数が

増えていくことが予測されている中、熱中症の正しい知識を持って暑さと適切に付き合っていく姿勢が求

められます。 

 

 

出典：市民アンケート集計結果 

  

日ごろからよく行っている

19%

行ったことはある

59%

意識したことがない

20%

実施できる状況にない

2%

気象災害などの際の避難場所・経路の確認

日ごろからよく行っている

40%

行ったことはある

38%

意識したことがない

14%

実施できる状況にない

8%

暑さを避けた活動時間・時期の変更
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（５）生物多様性に関する現状 

生物多様性の特徴 

福生市は市域面積の大部分が台地にあたりますが、多摩川沿いは低地に分類され、多摩川から取水さ

れた玉川上水と、熊川分水、田村分水が市内で水辺のネットワークを構築しています。台地と低地の間に

存在する2つの崖線には樹林地が残され、緑の軸として機能しています。崖線周辺には湧水も確認され、

緑の保全と健全な水循環が密接に関わっていることを示しています。 

 

●多摩川 

福生市を流れる多摩川は中流域にあたります。１９６０年代以降、急激な人口増加により生活排水等が

流入し「死の川」と呼ばれるまでに汚染されてしまいましたが、公共下水道の整備によって水質汚濁が改

善し、羽村取水堰からの河川維持放流も行われるようになったことで、水質は大幅に改善しました。福生

水辺の楽校で子どもが参加し実施している水生生物による水質判定では、清流域の生物が多く発見され

「きれいな水」という判定が続いています。 

河川敷には福生加美上水公園、福生かに坂公園、福生柳山公園、多摩川中央公園、福生南公園が整

備され、ウォーキング・ランニングやレクリエーション、イベントの場として、多くの市民でにぎわっています。 

多摩川沿いでは多くの野鳥を目にすることができ、イカルチドリやイソシギといった河原の鳥類、カワセ

ミ、カルガモ、ダイサギといった水辺の鳥類などが観察できます。 

かつては、礫河原の動植物としてカワラニガナ、カワラヨモギなどの植物やカワラバッタなどの生き物が

確認できていました。しかし、ハリエンジュなど高木の樹林化が進行していることや河川流量の少なさなど

複合的な要因で、こうした礫河原固有の動植物の姿は少なくなっています。 

こうした中、礫河原再生の中心的な動きとして、カワラノギクを保全・再生する取組が行われています。

平成１４年（２００２年）に研究者（大学）、市民、行政（河川管理者、福生市）の協働による「カワラノギクプ

ロジェクト」が発足し、永田地区を中心とした活動が継続されています。令和元年（２０１９年）の洪水によ

り野生絶滅となりましたが、近年では新たなに企業ボランティアなども参加し、生息環境の整備や個体数

調査などを実施しています。 

 

●崖線（ハケ） 

多摩川が武蔵野台地を削って形成した河岸段丘として、市内には立川段丘と拝島段丘が広がっており、

これに沿った崖線（ハケ）には雑木林が形成されています。 

JR八高線に沿って伸びる立川崖線には玉川上水緑地があり、みずくらいど公園から日光橋公園まで

上水沿いの散策路が整備されています。福生公園の文化の森では、市民団体による萌芽更新活動が実

施されており、自然な形での雑木林の維持に取り組んでいます。 

拝島崖線にも豊かな植生が形成されており、斜面に沿って複数の湧水が確認されています。ほたる公

園では、市民団体が湧水を活用してゲンジボタルの育成・保護活動に取り組んでいます。 
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●都市農地 

かつて南田園・北田園を中心に広がっていた水田はなくなり、市内には現在10.3ヘクタールの畑が残

されているのみとなっています。市域面積における農地割合は低いものの、市民農園は７か所あり、暮らし

の身近なところに農業を感じることができます。住宅都市における農地の役割は食料生産にとどまらず、

災害時の一時避難場所や火災時の延焼防止、雨水の地下浸透、ヒートアイランドの緩和、そして様々な生

物の生息地になるなど、実に多様な機能を有しています。 

 

●外来生物の防除 

近年市内では、アライグマやハクビシンを見たという情報や、屋根裏に侵入された・庭の果樹や野菜が

食べられたという相談が増えています。アライグマ・ハクビシンは家屋を損傷したり排泄物で汚したりすると

いった生活被害だけでなく、人獣共通感染症の媒介や、在来生物を捕食するなど、人の生活や生態系に

悪影響を及ぼします。福生市では都内の他自治体に先駆けて平成２６年（２０１４年）度からアライグマ・ハ

クビシンの防除の取組を開始し、現在ではNPOと連携した体制を構築しています。また、平成30年（２０１

８年）１月に「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」に基づき、特定外来生物に

指定されたクビアカツヤカミキリについても、令和元年（２０１９年）度から国立研究開発法人森林研究・

整備機構森林総合研究所と連携等を行い、防除に取り組んでいます。 

 

生物多様性が直面する４つの危機 

生物多様性の直接的な損失要因は「４つの危機」に整理できるとされています。そして、これら４つの危

機をもたらす間接的な要因として社会経済の変化があり、さらに、そこには社会の価値観や行動が影響を

与えています。 

生物多様性を損なう危機を避けるため、社会の価値観や行動を変えるために、一人ひとりが生物多様

性の重要性を理解して行動することが必要です。暮らしや事業活動の中で生物多様性の保全につながる

行動を組み込んでいくこと、すなわち「生物多様性の主流化」が求められています。 

 

●第１の危機：開発など人間活動による危機 

福生市では、樹林地や農地の宅地化が顕著に進行しており、これにより緑や生物の生息域が減少して

います。開発された宅地や事業用地において緑化を行うことが重要ですが、開発指導の要件に該当しな

い小規模な開発地では、十分な措置が取られないケースが多いようです。また、植栽に際しても管理しや

すい樹種が選択される傾向にあり、在来生物の生息環境を含む周辺環境との調和については、必ずしも

十分な対応ができていない状況です。 

 

●第２の危機：自然に対する働きかけの縮小による危機 

第１の危機とは逆に、自然に対する人間の働きかけが縮小・撤退することによる生物多様性への負の影

響を指します。耕作されなくなった農地や空き家などが、雑草の繁茂や野生生物の棲みつきなどの問題を

引き起こすことが懸念されます。今後、高齢化が進んでいく中で、ボランティア活動によって維持されてい

た公園や樹林地などの公共の緑に、管理の手が届かなくなることが危惧されます。 
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●第３の危機：人間により持ち込まれたものによる危機 

外来種の侵入や化学物質に起因する汚染などによる影響です。アライグマ・ハクビシンやクビアカツヤ

カミキリといった、すでに防除の対象となっている生物のほか、ペットとして飼育されていた動物が遺棄・逸

走することで定着することも懸念されます。また、多摩川河原において繁茂しているハリエンジュ、市内各

所でみられるようになったナガミヒナゲシなどの植物も、もとは人間が持ち込んだものであり、在来の植物

の生息を妨げています。緑化活動において輸入種子由来の植物が使われることで、遺伝的かく乱が起こ

ることも懸念されています。 

 

●第４の危機：地球環境の変化による危機 

気候変動を含む地球環境の変化が、生態系に負の影響を与えることもあります。国内では、主に温暖な

地域で生息するタケ類（モウソウチク、マダケ）や、南方系のチョウ類の分布域が北上しているなどの変化

が確認されています。市内ではまだ顕著な変化は見られませんが、将来的に感染症を媒介するなど、人間

の生活や自然環境に害を及ぼす生物が侵入・定着する可能性もあり、状況の注視が必要です。 

市民の意識・行動（市民アンケート結果より） 

生態系の変化と思われる市内の現象について情報を募ったところ、市内全域で、「ハクビシンを見た」と

いう意見が多数寄せられました。「タヌキを見た」、「ネズミを見るようになった」という意見もありました。一

方で「スズメが少なくなった」、「サワガニが減った」など、以前は見られたものが減少していることを指摘

する意見もありました。 

どこで？ どんな変化を感じる？ 

市内全域、自宅

付近 

見たもの・増 えたもの：ハクビシン、アライグマ、ネズミ、ハチ・ハチの巣、ナガミ

ヒナゲシ、蚊 （冬）  

減ったもの： スズメ、クワガタ、カブトムシ、ホトトギス  

福生 見たもの・増 えたもの：ハクビシン、タヌキ、アライグマ、南国 の鳥 のような声  

減ったもの： ネコ 

本町 減ったもの： スズメ、コウモリ 

志茂・牛浜 見たもの・増 えたもの：タヌキ、ネズミ、カメムシ、セミ、カシノナガキクイムシ  

減ったもの： ネコ 

加美平 見たもの：ハクビシン、タヌキ、聞きなれない鳥の声  

武蔵野台 見たもの：ハクビシン、タヌキ、イノシシ、スズメバチ  

熊川 見たもの：ハクビシン、タヌキ、ネズミ  

南田園・北田園 見たもの・増 えたもの：タヌキ、マムシ、大型 のインコ、カメムシ  

減ったもの： サワガニ 

※（ ）内の数字は類似意見の件数 

※アンケート回答に記入された内容をそのまま掲載したもので、専門家が検証したものではありません。生態系

の変化として生じた事象ではないものが含まれている可能性があることに注意が必要です。 
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個人が日常的に実施できる生物多様性保全のための行動は、自然の中でのレジャー・散策などの受

動的アクションと、生態系に悪影響を与えないよう配慮する、緑や生き物の生息環境を創出する能動的ア

クションに分けられます。 

「多摩川河川敷公園でのレジャーや散策」については、「日ごろからよく行っている」「行ったことはある」

の合計が78％となっています。多摩川は身近な自然体験の場として多くの市民に親しまれていることが分

かります。 

「まちなかの公園での外遊びや散策」「玉川上水や熊川分水沿いなどの散策」も、70％前後が経験し

ており、市民にとって緑や水辺の存在が身近であることがうかがえます。 

能動的な取組としては「庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成」について、69％が経験して

います。家庭菜園や庭の植栽は、樹林地同士をつなぐスポットとして重要な役割があるため、今後も多くの

市民に継続していただきたい取組です。 

一方、「家庭菜園などでの農薬・肥料の適正な使用」や「洗車時などに洗剤が流出しないように配慮」

といった環境・生態系への悪影響を防ぐ取組は、「意識したことがない」と回答した割合が他に比べてや

や高くなっています。日常の行動と生態系の関わりや、少し配慮することで避けられる影響があることを広

く周知していくことが必要です。 

 

 

出典：市民アンケート集計結果 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩川河川敷公園でのレジャーや散策

まちなかの公園での外遊びや散策

玉川上水や熊川分水沿いなどの散策

庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成

家庭菜園などでの農薬・肥料の適正な使用

洗車時などに洗剤が流出しないように配慮

日ごろからよく行っている 行ったことはある 意識したことがない 実施できる状況にない
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（６）現行計画の達成状況 

自然の保全・再生（自然環境・生物多様性分野） 

①自然の水循環、多摩川の保全・再生 

⚫ 多摩川の水質は良好な状態が継続しています。河川維持水量は一定の水量が維持されるようにな

りましたが、河床が上がっているため流量が少ない状況が続いています。 

⚫ カワラノギクの保全活動は、一部市民と大学、行政のパートナーシップで継続されています。一般市

民も含め広く理解・参加を求めるべきとの考え方にシフトしつつあります。 

⚫ 令和元年東日本台風の影響もあり、市民の防災意識は高まっています。国土交通省による整備方

針も防災が主眼となっています。 

⚫ 多摩川は親水空間としての市民ニーズも大きいエリアです。防災のための河川整備事業の中で生

態系の保全・回復を実現していくためのバランスが課題となっています。 

 

第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

河川環境や水環境に関心を

持っている市民の割合 
24.0% 40% 22％ 未達成 

水生生物による水質判定結果

（水質階級） 

Ⅰ 

（きれいな水） 

Ⅰ 

（きれいな水） 

Ⅰ 

（きれいな水） 
達成 

カワラノギクプロジェクトの 

市民認知度 
45.5% 70% 43％ 未達成 

多摩川に関連する学習活動へ

の参加人数 
830人 現状維持 640人 未達成 

 

②都市の自然の保全・再生 

⚫ 公有地化により緑地の保全が進んだ箇所もあります（下の川緑地、原ヶ谷戸どんぐり公園）が、民

地の緑地・保存樹林が宅地化される傾向に歯止めがかからず、緑地は減少傾向にあります。 

⚫ 公園や樹林の管理に市民のボランティアが大きく貢献しています。しかし、活動メンバーの高齢化な

ど、活動の継続が課題になっています。 

⚫ 外来生物の駆除・防除が新たな課題として顕在化しています。ＮＰＯや専門機関との協働による取

組が進んでいますが、民地での実態把握・対策に課題があります。 
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第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

保存樹林地面積 2,969㎡ 現状維持 2,369㎡ 未達成 

市と市民の協働によって緑と

水の質が高められている場所 
60か所 現状維持 68か所 達成 

市域に占める空から見た緑と

水の割合 
29.7％ 現状維持 30.3％ 達成 

 

潤い豊かな安心できるまちの創造（都市環境分野） 

①福生らしい景観、資源を生かすまちづくり 

⚫ 散策路の擬木化、多摩産材を使用した防護柵の設置など、自然と調和した景観づくりが進められ

ました。環境整備により観光誘致しやすい状況が生まれており、ガイドツアー参加者の満足度は高

い状況です。 

⚫ ボランティアによる美化活動は継続されていますが、高齢化により担い手が減少傾向にあります。 

⚫ 熊川分水の景観重要資源指定により、協働による保全活動が継続的に実施できる体制が構築さ

れました。 

⚫ 玉川上水・熊川分水沿いに散策ルートを設置することについては、一部市民からの要望はあるもの

の、民地を多く含むため実現可能性は低い状況です。 

 

第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

福生らしい景観の保全に満足 

している市民の割合 
63.5％ 70％ 59％ 未達成 

熊川分水の保全予定区間に 

おける協定締結数 
６か所 現状維持 ６か所 達成 

景観資源を活用したプログラム

への参加人数（くるみるふっさ

ガイドツアー参加者） 

147人 160人 261人 達成 

 

②都市の自然の保全・再生 

⚫ 市道の整備に際しては、車道を狭めて歩道を拡幅する、自転車通行帯を設ける、カラー舗装やポス

トコーン設置などにより、歩行者を守る取組を進めてきました（やなぎ通り、加美通り、田園通りな

ど）。 

⚫ 公共施設のバリアフリーも一定の進展がありました。加えて、多様性を尊重することが重視されるよ

うになり、対応の必要性が高まってきています。 

⚫ 市街地のにぎわい創出と関連して、創業支援の取組により空き店舗を活用した新規創業数が拡大

しました。 
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⚫ 緑地面積、緑の量は減少してきています。高齢化により、農地や宅地介在山林が減少、草花苗の生

産も減少しています。 

⚫ 公園や道路などを管理するボランティア活動には多くの団体が参加していますが、高齢化により地

域での管理が困難になりつつあります。 

 

第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

空き店舗を活用した新規 

創業数 
－ 累計６件 累計16件 達成 

緑視率 約３％ 約８％ 約7.5% 未達成 

市域における農地の 

減少率 

年平均2.35％ 

（12.1ha） 

年平均２％ 

（11.3ha） 

年平均3.93% 

（10.３ha） 
未達成 

保存生垣延長 2,661ｍ 現状維持 2,463m 未達成 

 

暮らし方の変革・地球システムへの適合（気候変動対策・循環型社会分野） 

①ごみの発生抑制・資源化・適正処理の推進 

⚫ 戸別収集や資源化品目の多さから、ごみ収集・資源化体制への市民満足度は高くなっています。ご

み総排出量は目標（第３期中期実施計画）を達成する水準ですが、総資源化率は伸び悩んでいま

す。 

⚫ 生ごみの資源化は、農地も少ないことから市全体の仕組みを構築するのは現実的でなく、堆肥化

容器や処理機器の設置を支援することで資源化ルートの多様化を図ってきました。 

⚫ 食品ロス問題がクローズアップされる中、フードバンクとの協定締結など中長期的な取組の体制が

構築できました。 

 

第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

ごみ総排出量 16,365ｔ 16,108ｔ １５，２４７ｔ 達成 

総資源化率 34.3％ 38.8％ ３４．５% 未達成 
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②地球環境問題・公害等への取組 

⚫ F-e（福生市環境マネジメントシステム）を活用した事務事業における温室効果ガス削減は一定の

進展がありました。 

⚫ 市域全体の削減方針としては、福生市地域新エネルギービジョン・詳細ビジョンにおいて令和１２年

（2030年）までに平成１５年（２００３年）比で50％削減を掲げていますが、これを達成する水準で

は進捗していません。家庭部門の対策は普及啓発が中心で、大きな動きができていません。住宅の

低炭素化が重要な課題であり、長期優良住宅の取得を推進するなどの動きを強化する必要があり

ます。 

⚫ 自転車のまちづくりは、市内の道路環境の制約から進めることが困難です。サイクルシェアリングな

どのソフト事業で対応しています。  

 

第3期中期実施計画の目標達成状況 

取組指標 基準値 目標値 実績値 達成状況 

民生家庭部門のＣＯ２排出量 

（横田基地分を除く。） 
62,000ｔ-ＣＯ２ 47,471ｔ-ＣＯ２ 56,000ｔ-ＣＯ２ 未達成 

市民一人当たりのＣＯ２排出量

（横田基地分を除く民生家庭

部門） 

1,059kg-ＣＯ２ 839.7kg-ＣＯ２ 971.9kg-ＣＯ２ 未達成 

市有施設の温室効果ガス 

排出量（市地球温暖化対策

実行計画） 

4,038,155 

kg-ＣＯ２ 

3,887,232kg

-ＣＯ２ 

4,021,692 

kg-ＣＯ２ 
未達成 

 

取組指標 
基準値 目標値 実績値 達成状況 

環
境
基
準
達
成
率 

種別 項目 

大気 
燃料中硫黄分 100％ 

100％ 

100％ 達成 

二酸化窒素 100％ 100％ 達成 

水 
地下水 97.4％ ９８％ 未達成 

工場排水 １００％ 100％ 達成 

騒音 
航空機騒音 ５０％ ５０％ 未達成 

主要な道路騒音 89.1％ 89.1％ 未達成 
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１．計画の基本的事項 

 

（１）計画の目的・位置付け 

福生市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）は、環境の保全等に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するため、目標及び基本理念、施策の基本方向、環境配慮指針を示すものです。環境基本

計画の策定は、福生市環境基本条例第9条に定められています。福生市環境基本条例では、行政・市民・

事業者が環境保全のために協働すること（第4条）や、それぞれの責務（第5～7条）が定められています。 

望ましい将来像を実現するには、行政・市民・事業者がそれぞれの立場で、また時には協働して、環境に

ついて考え、行動することが必要です。そのため本計画では、行政が実施する取組に加え、市民や市民団

体、事業者のみなさんに取り組んでいただきたい行動も記載します。 

また、環境基本計画は福生市総合計画を環境面から推進していく役割を有しています。市の関連する

各種計画との整合を取りながら、環境の保全を前提とした持続的発展を実現するための方向性を示しま

す。 

環境基本計画では、自治体が策定（努力）義務を有する以下の計画を包含します。 

 

包含する計画 根拠法 主な掲載箇所 

福生市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編） 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

第21条 

第1部序（２）（３） 

第2部１（１） 

福生市地域気候変動適応計画 気候変動適応法 第12条 第1部序（２）（４） 

第2部１（２） 

福生市生物多様性地域戦略 生物多様性基本法 第13条 第1部序（２）（５） 

第2部２ 

 

図 環境基本計画の位置付け 

  

総合計画

都市計画マスタープラン

緑の基本計画

農業振興計画

一般廃棄物処理基本計画

地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）

その他計画等

環境基本計画

地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）

地域気候変動適応計画

生物多様性地域戦略

第２次環境基本計画へ向けた市民提言

反映

環境基本条例

地球温暖化対策法

気候変動適応法

生物多様性基本法

第５次環境基本計画

環境基本法

根拠 根拠

国の法律・計画

相互に

関連

相互に

関連

１．計画の基本的事項 
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（２）計画の経緯 

福生市では、平成14年（2002年）に福生市環境基本条例を制定し、平成16年（2004年）に環境基

本計画（以下「第1次計画」という。）を策定しました。第１次計画の策定にあたっては、公募市民による

「市民プラン」が作成され、これに基づいて計画が策定されました。同年には、計画に基づく事業を推進す

るため、福生市環境事業推進本部（現名称は「福生市環境事業推進会議」）を設置し、「福生市環境基

本計画実行計画」及び「福生市の環境（環境基本計画に基づく事業報告）」を毎年度作成し、施策を推

進してきました。同時に、外部委員により構成する福生市環境審議会に諮り、専門的な立場から評価・指

導を受けています。 

第1次計画は平成16年（2004年）から令和５年（2023年）の20年間を期間とする長期計画であっ

たため、相応の高い目標が設定されていました。そのため、長期に及ぶ計画の着実な進捗管理を行うため、

「環境基本計画中期実施計画」を概ね５年ごとに策定し、社会情勢の変容に応じた新たな課題等への対

応を図ってきました。平成22年（2010年）に第1期、平成27年（2015）年に第2期、令和2（2020）年

に第3期と、策定・改定を行ってきました。第1期及び第2期の策定時には公募市民や環境活動団体など

で構成する会議体を組織し、それぞれ「市民提言」を作成した上で計画を策定しました。 

また、第1次計画に掲げた「地球温暖化対策への地域的な寄与をめざし、温室効果ガスの発生抑制に

取り組みます」という市全体の目標と、市がいち事業者として地球温暖化への対策を講じるために策定し

た「福生市地球温暖化対策実行計画」における目標を総合的に推進するため、「福生市地域新エネルギ

ービジョン・詳細ビジョン」を策定し、分散化によるエネルギーの安定供給、再生可能エネルギーによる地

球温暖化問題の改善などを目指して取り組んできました。 

それぞれの計画策定にあたっては市民アンケートを実施し、市の環境施策や環境状態に対する評価、環

境取組の実施状況などについて把握し、計画の達成度評価や課題抽出に活用するなど、市民の声を反

映した計画策定・評価を重視してきました。この間、環境活動に取り組む市民団体が数多く生まれ、個人

によるボランティア活動も様々な場面で展開されるようになりました。市の各部署が取り組む温暖化対策

や環境配慮活動を対象とした環境マネジメントシステムでは、市民を含む監査チームが行政の取組をチェ

ックする仕組みも成熟し、定着しました。計画策定や環境施策のあらゆる場面で市民が参加するようにな

ったことは、第1次計画の大きなレガシー（遺産）と言えます。 

このレガシーを新たな時代に即した形で引き継ぐべく、令和4年（2022年）より次期計画（以下「第2

次計画」という。）の検討に着手し、「福生市環境基本計画市民会議（以下「市民会議」という。）」を立ち

上げ、市の環境施策の現状評価と新たな取組の検討を進めました。 

市民会議が取りまとめた「第2次福生市環境基本計画へ向けた市民提言」をもとに、関係各課との協

議、福生市環境事業推進会議での議論や福生市環境審議会での審議、パブリックコメントを経て、第2次

福生市環境基本計画の策定に至りました。 
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（３）計画期間 

本計画の期間は、令和6年度（2024年度）から令和15年度（2033年度）の10年間とします。 

令和10年（2028年）をめどに中間評価を実施し、国内外の情勢変化や市民意識の変化などを踏まえ

て、必要に応じて見直しを行います。 

 

（４）基本目標と将来像 

第1次計画で設定した将来像と３つの基本目標は普遍的なものであり、将来にわたって大切にしたい

考え方です。一方で、脱炭素や生物多様性への取組など、これまでよりギアを上げて取り組まなければな

らない課題もあります。本計画では、第1次計画の基本目標に現在的意義を加えた上で、「私たちが変わ

り 私たちが変える エコシティふっさ」という将来像を目指して各種取組を推進していくこととします。 

 

基本目標１ 福生の自然や文化を伝えていきます 

福生市では、多摩川から玉川上水、崖線と続く水・緑のつながりの中に、歴史的価値の高い文化財や、

海外の影響を受けたスポットが点在しており、唯一無二のまちの雰囲気が作られています。しかし、農地や

樹林地が宅地に代わるなどして身近な自然は減少し、緑や水辺の豊かさがゆるやかに失われつつありま

す。将来にわたって住み継がれる・選ばれるまちであるために、残された自然や文化の価値を再認識し、

緑や水辺の質を損なわずに後世に引き継ぐための不断の努力を続けていきます。 

基本目標２ 人と暮らし中心のまちをつくります 

明らかな人口減少段階に入り、少子高齢化の進展を実感する一方、 外国人住民が増え、個人の多様

な価値観・ライフスタイルが一層重視されるようになるなど、地域社会に大きな変化が生じています。地域

づくり活動も、こうした変化に合わせ、時間・場所にとらわれない新たな形が求められます。自由なスタイル

でまちづくりに少しずつ関わる場を生み出しながら、一人ひとりが支えあいや自身の役割・居場所を感じら

れるような、新たなコミュニティのあり方を考えていきます。 

基本目標３ 環境を考えライフスタイルを変えていきます 

気候変動や生物多様性の損失、海洋プラスチック問題など、世界規模の環境問題が取りざたされてい

ますが、それらはすべて私たちの日々の生活と密接に関わっています。私たちの行動に起因する問題が、遠

く離れた国や地域、将来世代により深刻な影響を及ぼすという、不公平もはらんでいます。環境のために

我慢をするのではなく、今までの選択・行動を少し変えることで、地球環境への貢献と快適・便利な暮らし

を両立するような、前向きなアクションを広めていきます。 

 

 

将来像



36 

 

 

  

（１）気候変動の緩和 ①脱炭素型ライフスタイルの推進

②事業者の取組支援

③公共施設の取組

④交通の脱炭素

⑤まちづくりにおける脱炭素

⑥都市間連携による取組推進

（２）気候変動適応策 ①気象災害への備え

②健康被害への備え

③気候変動影響の情報収集

（１）核となる自然の保全・再生 ①多摩川の自然再生

②カワラノギクの保全

③樹林地などの保全

④公園の緑の保全

（２）まちなかの自然の創出 ①花や緑のあるまちづくり

②生き物との共存

③都市における水循環の形成

④都市農地の保全

（３）生物多様性への理解促進 ①生物多様性に関する学習機会の拡充

（１）ごみの発生抑制 ①ごみを出さない買い方・暮らし方の推進

②食品ロス削減の推進

③公平な負担の検討

（２）適正分別・収集 ①プラスチックごみ削減の推進

②ごみ・資源の分別・収集ルールの徹底

（３）資源化の徹底 ①資源化ルートの確保

（４）事業系廃棄物の減量 ①事業者の取組の指導

（５）ごみ・資源に関する学習機会の提供 ①小学校における教育の充実

②地域での学習の支援

（１）美しいまちの維持 ①まちなかの美観の保持

②美しいまちかどの維持 

③空き家対策

（２）歴史的景観の保全・活用 ①熊川分水の保全

②玉川上水沿いの自然の保全

③景観の保全・活用に関する協議

（３）公害の防止 ①公害抑止のための監視・指導

（１）将来世代の育成 ①学校における環境学習の推進

（２）現役世代のエンパワーメント ①地域における学習機会の充実

（３）環境学習の拠点づくり ①環境学習の拠点づくり

２．参加の

動機付け
（１）ポイントシステムの構築 ①ポイントシステムの構築

第2次福生市環境基本計画　施策体系図

１．環境保全を担う

人材育成

４．安全安心な

生活環境

３．循環型社会

づくり

２．生物多様性の

保全・回復

１．気候変動への

対策
影
響
の
軽
減

相
互
に
関
連

相
互
に
関
連

相
互
に
関
連

す
べ
て
の
分
野
の
基
盤

影
響
の
軽
減

福生市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）

福生市地域気候変動適応計画

福生市生物多様性

地域戦略
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第２部 基本目標実現に向けた取組 

  

第２部 

基本目標実現に

向けた取組 
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１．気候変動への対策 

 

基本的な考え方 

産業革命以降の世界平均気温の上昇を１．５℃以内に抑えること、そのために令和32年（２０５０年）ま

での脱炭素を実現することが国際合意となっています。国は、令和４年（2022年）４月に施行された改正

地球温暖化対策推進法の基本理念を「2050年までの脱炭素社会の実現」とし、温室効果ガス排出量を

令和１２年（2030年）までに平成25年（2013年）比46％削減する（令和元年比35％減）という目標を

掲げており、各自治体もこの水準で温室効果ガス排出削減の取組を加速させることが求められます。 

福生市でも、国の動きに足並みをそろえ、令和12年（2030年）、令和32年（2050年）のそれぞれの

目標達成に向けて、取組を強化する必要があります。 

市内の状況は、民生部門（業務・家庭）からの排出が中心で、日々の暮らし・なりわいを脱炭素型に大

きく転換することが必要です。福生市で暮らし、働く一人ひとりによる、エネルギーの使い方・作り方を変え

て、快適性や利便性を向上するような具体的行動を促します。さらに、様々な物の生産・使用・廃棄の各段

階でエネルギー消費や温室効果ガスの排出があるため、循環型社会への取組と密接に関わります。資源

を大切にし、良いものを長く使う意識を引き上げることも、気候変動対策の重要な観点の一つです。 

当面は、暮らしと仕事のあらゆる場面で徹底してエネルギー使用を効率化していくこと、再生可能エネ

ルギーの導入量を増加させることにより、令和12年（2030年）の目標達成に向けて取り組みます。 

一方で、厳しい排出削減対策を取っても気候変動の影響が生じることは避けられません。現在でも市内

の様々なところで影響が表れています。福生市にとっては、自然災害への備えと熱中症対策が主な課題と

なります。気候変動の影響ができるだけ小さくなるよう、排出削減に向けた取組を進めること（緩和策）と、

気候変動の影響に対してしっかりと備え、ダメージを少なくするための取組（適応策）を両輪で進めていき

ます。 

 

目指すべき姿 

●令和32年（2050年）脱炭素に向けた民生部門での取組が進展している。 

●エネルギー効率を高め、可能な限りの再エネ生産、他地域からの再エネ供給が進んでいる。 

●将来の気候変動影響への認識が高まり、健康被害や災害への備えが浸透している。 

 

  

１．気候変動への対策 
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管理指標 

項目 現況 目標 

市域の民生部門温室効果ガス排出量 ２２１千ｔ-ＣＯ２ 

（2020 年度） 

140 千ｔ-ＣＯ２ 

（2030 年度） 

市内の再生可能エネルギー導入量 4,318MWｈ/年 

（2021 年度） 

65,937MWｈ/年 

（2030 年度） 

日常的に適応行動をとっている市民の割合 

A：気象災害などの際の避難場所・経路の確認 

B：暑さを避けた活動時間・時期の変更 

 

 

１９％ 

40％ 

（2022 年度） 

 

80％ 

８０％ 

（2033 年度） 

 

 

（１）気候変動の緩和【福生市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）】 

※福生市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の取組に該当します。 

重点 

課題 

✓ 住宅・建物の断熱化・遮熱化による、少ないエネルギーで過ごせる環境づくり 

✓ 省エネルギー性能の高い機器への更新 

✓ 都市間連携を含む、可能な限り最大限の再生可能エネルギー導入 

 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①脱炭素型

ライフスタイ

ルの推進 

環境政策

課 

 家庭の脱炭素化を進めるため、エネルギー消費の効率化や再

生可能エネルギーの活用のための行動を働きかけます。 

⚫ 既築住宅の断熱化推進 

⚫ 再生可能エネルギー設備の導入や高効率家電への買い

替え推進 

⚫ 再生可能エネルギー由来の電気への切り替え支援 

⚫ 家庭エコ診断の受診促進 

②事業者の

取組支援 

環境政策

課 

 事業活動における脱炭素への取組を促すため、エネルギー消

費の効率化や再生可能エネルギーの活用を支援します。 

⚫ 既築建物の断熱化推進 

⚫ 再生可能エネルギー設備の導入や高効率機器への買い

替え推進 

⚫ 再生可能エネルギー由来の電気への切り替え支援 

⚫ 省エネ診断の受診促進 

⚫ テレワークの拡大支援 
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③公共施設

の取組 

環境政策

課 

施 設 所

管各課 

福生市環境マネジメントシステム（F-e）の運用を継続し、エネ

ルギー機器の運用改善に資する取組（エコチューニング等）

を中心に、公共施設からの温室効果ガス排出量削減に取り組

みます。 

本庁舎ではESCO事業を実施し、設備老朽化への対応とエネ

ルギー効率向上の両立を図ります。 

 公共施設

マネジメン

ト課 

施 設 所

管各課 

公共施設の再配置に際して、エネルギー効率を重視して計画

を検討します。 

 車両所管

各課 

環 境 政

策課 

公用車は必要性を吟味して使用し、使用時にはエコドライブを

徹底します。公用車の更新時には電気自動車など温室効果ガ

ス排出量の少ない車両を優先的に導入します。 

④交通の脱

炭素 

環境政策

課 

シティセ

ー ル ス

推進課 

自転車を所有しなくても、快適に市内の移動ができるよう、サ

イクルシェアリングに継続して取り組みます。 

また、市外からの来訪者が便利に市内を回遊できるよう、観光

の視点による利活用を促進します。 

 環境政策

課 

 補助制度の紹介などを通じて、家庭や事業所における車両の

電動化を促進します。 

あわせて、民間事業者が行う充電設備等の設置事業の情報

収集を行い、市内における電気自動車の利用環境向上に努

めます。 

 まちづくり

計画課 

企 画 調

整課 

公共交通機関の利用しやすさを向上させるため、事業者に対

してJR・バスの接続向上、便数維持などの働きかけをしていき

ます。 

 環境政策

課 

 福祉バスの運行と並行して、地域におけるグリーンスローモビ

リティの活用について研究します。 

⑤まちづくり

における脱炭

素 

公共施設

マネジメン

ト課 

まちづく

り 計 画

課 

再開発事業に際してZEB化の推進及びグリーンインフラを重

視した計画の検討を施行者に求めます。 

⑥都市間連

携 に よ る 取

組推進 

環境政策

課 

財政課 再生可能エネルギー資源や森林資源の豊富な地域と連携す

るなど、再生可能エネルギー導入量の増大や森林吸収源対

策について検討します。 

⚫ オンサイト／オフサイトPPA 

⚫ 再エネ電力証書の取得 

⚫ 森林環境贈与税のより有益な使途検討 
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市民・市民団体の取組 

･ 家庭におけるエネルギーの使い方について見直しましょう。無料の「家庭エコ診断」を受診し、家庭ご

との効果的な対策を知ることも有効です。 

･ 古い家電製品は省エネ性能の高いものに買い替える、照明器具をLEDに替えるなど、長い目で見て

効果的な省エネ対策を行いましょう。 

･ 住宅の断熱性能を高めることは、省エネと快適性を向上させ健康な暮らしにつながります。内窓の設

置や複層ガラス、樹脂サッシへの交換など窓の断熱や、壁や屋根裏の断熱材を厚くする施工などが

有効です。 

･ 太陽光発電や蓄電池、太陽熱利用システムなど、家庭で利用できる再生可能エネルギーの設備に

ついて知り、積極的に導入を検討しましょう。初期投資なしで設置できるモデルも提案されています。

ポータブル型太陽光発電・蓄電池もあり、災害対策としても活用できます。 

･ 電力会社を選択する際は、電気料金だけでなく、再生可能エネルギー比率の高さも重視しましょう。 

･ 自家用車の使用頻度を抑え、乗車時には燃費を向上させるエコドライブを意識しましょう。 

･ 自転車や公共交通機関を積極的に使いましょう。サイクルシェアリングも活用しましょう。 

･ 自動車を買い替える際には、電気自動車を積極的に検討しましょう。 

･ 町会・自治会など地域単位でエネルギーや気候変動について学ぶ機会を作りましょう。 

事業者の取組 

･ 事業所におけるエネルギーの使い方について見直しましょう。無料の「省エネ診断」を受診し、事業

所ごとの効果的な対策を知ることも有効です。 

･ ESGポリシーとして、事業活動で消費するエネルギーの削減策の公表・実践に努めましょう。 

･ エネルギー機器は省エネ性能の高いものに買い替える、照明器具をLEDに替えるなど、長い目で見

て効果的な省エネ対策を行いましょう。 

･ IT化・DX化を推進してテレワークを積極的に活用し、事業所の省エネと柔軟な働き方の両立を図り

ましょう。 

･ 建物の断熱性能を高めることは、省エネと就業環境の向上につながります。 

･ 太陽光発電や蓄電池、太陽熱利用システムなど、事業所で利用できる再生可能エネルギーの設備

について知り、積極的に導入を検討しましょう。離れた場所から太陽光発電の電気を供給するオフサ

イトPPAなどの手法も検討しましょう。 

･ 電力会社を選択する際は、電気料金だけでなく、再生可能エネルギー比率の高さも重視しましょう。 

･ 社用車の使用頻度を抑え、乗車時には燃費を向上させるエコドライブを意識しましょう。 

･ 車両更新時には電気自動車の導入を積極的に検討しましょう。駐車場などにおける電気自動車の

急速充放電設備の設置、地域への開放についても検討しましょう。 

･ 周辺地域・事業者と連携した地域新電力や余剰電力融通の仕組みづくりの可能性を探りましょう。 

･ 敷地内に木材チップを敷設することや樹林地整備に参加することで、吸収源対策に貢献することが

できます。 
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省エネ住宅で快適・健康に！ 

断熱がしっかりされた住宅は、居室間の温度差が少なくなり、

夜間の室温の低下も防ぎます。 

急激な温度差で血圧が急上昇する「ヒートショック」を予防し

たり、室内での活動時間が増える、起床時の血圧上昇を抑える

など、健康にとっても高い効果があることが分かっています。ま

た、壁の断熱材の厚みや複層ガラス、二重窓を採用することで、

外部の騒音を軽減させることもできます。 

建築時やリフォーム時には費用がかかりますが、光熱費を削

減することができるため、長期的にはコスト面でも有利です。省

エネ住宅は、快適・健康・節約と一石三鳥の住まいなのです。 

 

 

出典：一般社団法人日本サステナブル建築協会より作成
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（２）気候変動適応策【福生市地域気候変動適応計画】 

※福生市地域気候変動適応計画の取組に該当します。 

重点 

課題 

✓ 自然災害の被害を最小限に抑える環境整備 

✓ 自然災害に備え、いざという時に適切な行動がとれるような市民の意識向上 

✓ 熱中症にならない行動選択の標準化 

 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①気象災害

への備え 

防災危機管理課 道 路 下

水道課 

ハザードマップの全戸配布とあわせ、市民一人ひとりの

防災行動を促進するための働きかけを強化します。 

避難所となる施設に適切に誘導できるよう、分かりやす

い表示をするなどの工夫をします。 

 道路下水道課 防 災 危

機 管 理

課 

都市型水害（外水・内水氾濫）を予防するため、国・都の

整備水準引き上げの動向を注視しながら対応していき

ます。 

大雨時に雨水が下水に混入することによる下水処理不

良を防ぐため、市民による対策の呼びかけや雨水侵入

経路の特定に努めます。 

 まちづくり計画課  国土交通省に対して多摩川の洪水防止対策について要

望をしていくとともに、国との情報共有を進めます。 

浸水が想定される土地等、立地適正化計画における適

切な取扱いについて研究します。 

 道路下水道課 環 境 政

策課 

宅地開発事業者に対して適切に雨水貯留や地下浸透

設備を設置するよう指導します。住宅向け雨水浸透・貯

留設備の普及促進に向けて、市民の意識向上を図りま

す。 

 シティセールス推

進課 

 （洪水の調整機能としても有用である）生産緑地などの

農地を保全するため、営農への意欲向上に向けた支援

を行います。 

農地の確保、市民の余暇充実や自然体験の場としても

重要な市民農園が適切に活用されるよう、拡大・活性

化・適正化のための検討を行います。 

②健康被害

への備え 

健康課  熱中症対策への意識を高めるとともに、熱中症警戒アラ

ートが発表された際には、市からも呼びかけを行うなど、

市民ぐるみで熱中症対策を推進します。 
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 関係各課  各種行事・イベントにおける対策についても庁内で情報

共有し、開催時期・時間や方法を工夫します。 

 環境政策課 施 設 所

管各課 

公共施設を活用した「まちなか涼み処」を継続し、積極

的な利用を呼び掛けます。 

また、ミスト装置の設置など、暑熱避難施設としての機能

強化について検討します。 

 環境政策課 施 設 所

管各課 

公共施設の敷地においては、可能な限り緑地・樹木を確

保し、暑熱対策としても活用します。 

 環境政策課  公園づくりにおける市民の多様なニーズを把握・反映す

るとともに、まちなかのクールスポットとしても活用できる

よう、公園内の緑の維持管理を適切に行います。 

あわせて、継続した公園ボランティア制度の担い手確保

を図ります。 

 環境政策課 健康課 感染症を媒介する生物の活発化や生息域拡大に備え、

国・都などからの情報収集に努め、市民に対して分かり

やすく対策を呼び掛けます。 

③気候変動

影響の情報

収集 

環境政策課  気候変動予測情報や適応策についての情報収集に努

め、庁内で情報共有することで適応への認識を高めま

す。 

 

 

市民・市民団体・事業者の取組 

･ 気候変動の現状や将来予測について関心を持ちましょう。 

･ 熱中症対策への意識を高め、自分自身や身近な人の健康を守る行動を取りましょう。地域の中で声

を掛け合いましょう。 

･ 屋外作業を伴う仕事は、夏場の日中は作業を避けなければならなくなることを見越して、仕事を依頼

したり受注したりするようにしましょう。 

･ 気象災害のリスクは市内全域で様々にあることを知り、日ごろから備えましょう。 

･ 地域で行う防災訓練を充実させ（参加したくなる防災訓練の企画など）、多くの参加者で災害時の

動き方や備えについて共有しましょう。 
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２．生物多様性の保全・回復【福生市生物多様性地域戦略】 

 

※福生市生物多様性地域戦略の取組に該当します。 

基本的な考え方 

生物多様性の損失を食い止め、回復させること、ネイチャーポジティブを目指し、暮らしやビジネスのあ

らゆる場面で生物多様性を考慮した動きが求められるようになってきました。 

福生市は多摩川や玉川上水、熊川分水といった水辺が近く、河川・水路沿いを中心に緑地や樹林帯が

連なっています。公園も多く、住宅都市の特性が強いまちでありながら、身近な自然に親しむことができる

環境にあります。しかし、樹林地や農地の宅地化が進み、まとまった緑の減少傾向が続いています。無秩序

な開発を避け、残り少ない緑を守っていかなければなりません。公園や宅地、公共用地で小さな緑を増や

しながら、まとまった緑との連続性を確保することが重要です。まちなかに緑を残し、適切に維持管理して

いくことは、気候変動の緩和策・適応策としても有効です。 

都内でもいち早く外来生物防除に着手し、ＮＰＯや専門機関と連携し、市民も巻き込んだ取組の体制が

確立されています。外来生物の侵入・定着を防ぎ、本来の自然の豊かさを後世に引き継げるよう、不断の

努力が必要です。 

 

目指すべき姿 

●生物多様性への認識が高まり、緑や生き物のすみかを増やす・守ることや、水循環を意識した暮らし・仕

事が営まれている。 

●樹林地や公園などの緑の拠点と、まちなかの小さな緑が連続して、緑のネットワークが形成されている。 

●カワラノギクなど市内の貴重な動植物への認識が高まり、保全活動が盛んに行われている。 

 

管理指標 

項目 現況 目標 

カワラノギクプロジェクトの認知度 43％ 

（2022年度） 

７０％ 

（2033年度） 

生物多様性に資する行動をしている市民の割合 

A：庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成 

B：身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動 

 

 

45％ 

33％ 

（2022年度） 

 

７０％ 

３５％ 

（2033年度） 

みどり率 31.8％ 

（2018年度） 
現状維持 

 

  

２．生物多様性の保全・回復 
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（１）核となる自然の保全・再生 

重点 

課題 

✓ 災害対策と両立する多摩川の自然再生 

✓ カワラノギクをはじめとする希少種保全 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①多摩川の自然

再生 

まちづくり

計画課 

環 境 政

策課 

多摩川整備促進協議会を通じて、自然環境・生態系へも

配慮した要望を行います。 

⚫ 河川維持水量の確保 

⚫ ハリエンジュの除去など洪水対策にも必要な植生回

復 

⚫ カワラノギクなど希少種の保全 

⚫ 親水空間としての利用しやすさへの配慮 など 

 環境政策

課 

 河川一斉清掃により多摩川河川敷の環境維持に努めま

す。 

②カワラノギクの

保全 

環境政策

課 

 カワラノギクを生物多様性保全のシンボルとして位置付け

て認知度を高め、参画の輪を広げてカワラノギクプロジェク

トを継続します。 

③樹林地などの

保全 

まちづくり

計画課 

 宅地開発等指導要綱などに基づき、緑化や植樹の指導を

していきます。 

 環境政策

課 

 緑の拠点として重要な宅地介在山林の状況を把握し、所

有者に対して維持を呼び掛けます。 

 環境政策

課 

 萌芽更新等により、樹林地として健全な状態の保全を図り

ます。 

④公園の緑の保

全 

環境政策

課 

 【再】公園づくりにおける市民の多様なニーズを把握・反

映するとともに、まちなかのクールスポットとしても活用でき

るよう、公園内の緑の維持管理を適切に行います。 

あわせて、継続した公園ボランティア制度の担い手確保を

図ります。 

 環境政策

課 

 害虫駆除や定期的な剪定・点検を通じて、多摩川堤防沿

い桜並木の維持管理を継続します。 
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（２）まちなかの自然の創出 

重点 

課題 

✓ 花や緑のあるまちづくりに向けた身近な取組の推進 

✓ 市民・市民団体と連携した外来生物への対策 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

① 花 や 緑 の

あるまちづく

り 

まちづくり

計画課 

 宅地開発等指導要綱などに基づく緑化や植樹の指導を行う

とともに、小規模宅地開発における植栽について要請します。 

 環境政策

課 

 自宅でできる取組を推進するため、花いっぱいコンテストやみ

どりのカーテンコンテストを通じた情報発信を行います。 

 環境政策

課 

施 設 所

管各課 

【再】公共施設の敷地においては、可能な限り緑地・樹木を確

保し、暑熱対策としても活用します。 

 環境政策

課 

シティセ

ー ル ス

推進課 

花いっぱい運動を通じて、市内美化に取り組む団体及び生産

者の支援を継続して行います。 

 環境政策

課 

 緑を守り育てる条例に基づき、生垣設置などに係る補助を継

続します。住宅メーカー・外構工事業者への情報提供を行い、

補助制度がより有効に活用されるよう情報の発信に努めま

す。 

②生き物との

共存 

環境政策

課 

まちづく

り 計 画

課 

NPOと連携しアライグマ・ハクビシンの防除を進めます。 

空き家への棲みつきが懸念されることから、空き家の状況把

握等を通じて被害防止に努めます。 

 環境政策

課 

 専門機関と連携しクビアカツヤカミキリの防除を進めます。 

新たに市内での発生・被害が懸念される外来生物についての

情報収集・対策情報の発信に努めます。 

 環境政策

課 

 飼い主のいない猫に起因する相談、苦情などの減少を目指

し、ボランティア団体が取組を継続できるよう支援します。 

③ 都 市 に お

け る 水 循 環

の形成 

道路下水

道課 

環 境 政

策課 

【再】宅地開発事業者に対して適切に雨水貯留や地下浸透

設備を設置するよう指導します。住宅向け雨水浸透・貯留設備

の普及促進に向けて、市民の意識向上を図ります。 

また、庭の全面をコンクリートで覆わない方法など、雨水の地

下浸透に関する工夫について情報を発信していきます。 

 環境政策

課 

 拝島段丘の崖線に連なる湧水群について、隔月で湧水調査

を実施して監視するとともに、周辺環境の保全を図ります。 

湧水調査については大学等と連携して実施し、調査結果の公表

などを通じて市民に対する現状の周知・意識啓発を図ります。 
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④都市農地

の保全 

シティセー

ル ス 推 進

課 

 【再】生産緑地などの農地を保全するため、営農への意欲向

上に向けた支援を行います。 

農地の確保、市民の余暇充実や自然体験の場としても重要な

市民農園が適切に活用されるよう、拡大・活性化・適正化のた

めの検討を行います。 

 

（３）生物多様性への理解促進 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①生物多様

性 に 関 す る

学習機会の

拡充 

環境政策

課 

 市民が自然や生物への興味・理解、流域思想を持ち、より主

体的に学習や保全活動に取り組めるよう、水辺の楽校や小中

学校における多摩川の総合学習支援など、様々なプログラム

を実施します。 

 環境政策

課 

 水辺の楽校の拠点として、また市内の自然・生物多様性に関

する学習の拠点として、川の志民館の機能強化に向けた検討

を進めます。 

 環境政策

課 

シティセ

ー ル ス

推進課 

各種事業に携わるNPOや知識を有する市民などとの連携体

制を構築し、SNSや動画も活用しながら市内でみられる生き

物・植物についての情報発信を強化します。 

 道路下水

道課 

 下水道施設見学などを通じて、下水道や雨水ますと河川のつ

ながり、地下水保全などについて、子どもを中心に市民が学

べる学習機会を提供します。 

 

市民・市民団体の取組 

･ 市内の生き物や植物、それらのつながりに関心を持ち、大切にしましょう。 

･ 河川、河川沿いの緑の質や水質に関心を持ち、雨水ますにごみを捨てない、洗車時に洗剤を流さな

いなどの配慮をしましょう。 

･ 庭やベランダで家庭菜園やガーデニングに取り組みましょう。その際、肥料や除草剤、防虫剤などは

適量使用し、周囲の環境や生き物に影響を与えないように気を付けましょう。 

･ 自然体験や公園・樹林地などの管理に係るボランティア活動に参加し、身近な自然を守りましょう。 

･ 庭の全面をコンクリートで覆わず土のスペースを（スリット状にでも）残す、敷地堺にグレイチングを

作るなどして、雨水が浸透するような土地の使い方を意識しましょう。 

･ 私有地の樹林や樹木の保全に努めましょう。 

･ 地元で生産された野菜を購入し、地産地消を進めましょう。 
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事業者の取組 

･ 市民農園を含む地元産野菜を販売する場所・仕組みづくりに努めましょう。地元産野菜の六次産業

化など、付加価値を高めて流通する方策を検討しましょう。 

･ 殺虫剤、除草剤、肥料を扱う店舗では、専門知識を有するスタッフを育成し、適正な使用を店頭で伝

えるようにしましょう。 

･ 地域貢献活動として、公園や樹林地などの管理に係るボランティア活動に取り組みましょう。 

･ 敷地内に豊かな植栽を設ける、敷地の全面をコンクリートで覆わないなど、緑の確保や雨水浸透が

できるような土地の使い方を意識しましょう。 
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３．循環型社会づくり 

 

基本的な考え方 

日本はリサイクルが進んだ国であると言われてきましたが、プラスチックごみの大量廃棄と海洋汚染が

深刻化していること、低い食料自給率の一方で食品ロスが大量に発生していることなど、いまだ大きな課

題を抱えています。資源循環と経済活動は密接に関わっており、再生原料やリサイクルしやすい素材を使

うことで新たに投入する資源量を減らし、経済を回していくサーキュラー・エコノミーの確立が求められて

います。 

福生市のごみ総排出量は減少傾向にあり、ごみ・資源の収集体制への満足度は高い状況です。しかし

これからは、ルール通りに分別してごみを出すことだけでなく、ごみを減らす、出さないことをより重視してい

かなければなりません。分別して出した先までイメージして、買い方・暮らし方を変えていけるような仕組み

が必要です。そのためには、小売店など市内事業者による取組も重要です。市民の意識向上と、事業者に

よる新たな売り方の提案を同時に展開していく必要があります。 

また、福生市だけですべての資源をリサイクルすることはできません。周辺自治体との連携や役割分担

について、適正な形を取れるよう常に調整していく必要があります。 

 

目指すべき姿 

●プラスチックごみ、食品ロスを抑制する仕組みがある（売り方・買い方の双方に取組がある）。 

●資源化までを意識した適正な分別排出が浸透し、収集した資源が有効に活用されている。 

●近隣自治体との広域連携による資源の融通・循環に向けた動きが進んでいる。 

 

 

管理指標 

項目 現況 目標 

ごみ総排出量 15,087t 

(2021年度) 

14,614ｔ 

（2033年度） 

ごみの発生抑制に資する行動をしている市民の割合 

捨てる際の分別・リサイクルしやすさを重視した商品の選択 

 

46％ 

（2022年度） 

 

８０％ 

（2033年度） 

 

  

３．循環型社会づくり 
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（１）ごみの発生抑制 

重点 

課題 

✓ ごみの発生抑制につながるライフスタイルの定着 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①ごみを出さ

ない買い方・

暮らし方の推

進 

ごみ 減 量

対策課 

 広報・HP・アプリを活用して、ごみの排出抑制に向けた情報提

供をしていきます。（物を買いすぎない・持ちすぎない、廃棄時

のことも考えた製品選択など） 

② 食 品 ロ ス

削減の推進 

ごみ 減 量

対策課 

 フードロス削減等に向けた協力に関する協定を軸にフードドラ

イブを実施し、食品ロス削減と生活困窮者支援につなげます。 

生ごみの発生及び排出抑制のための啓発・取組を支援すると

ともに、生ごみのバイオガス化等、資源化の更なる促進を検討

します。 

③ 公 平 な 負

担の検討 

ごみ 減 量

対策課 

 ごみの減量及び適正な分別を推進するとともに、ごみの排出

量等に応じた公平な負担となるよう、廃棄物の指定収集袋、

処理券及び持込みに係る廃棄物処理手数料の見直しを検討

します。 

 

 

（２）適正分別・収集 

重点 

課題 

✓ プラスチックごみ削減に向けた行政・事業者・市民の連携促進 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①プラスチッ

ク ご み 削 減

の推進 

環境政策

課 

 マイボトルへの給水対応や持参した容器でテイクアウト用食

品を販売するなど、プラスチック製容器包装類やペットボトル

の使用抑制に向けた事業者の取組が促進されるよう、ECO 

FRIENDLY認証制度を通じて働きかけをしていきます。 

②ごみ・資源

の分別・収集

ル ー ル の 徹

底 

ごみ 減 量

対策課 

 分別ルールの分かりやすい情報発信に努めます。特に外国人

住民に対する情報提供についてさらなる工夫を図ります。 
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（３）資源化の徹底 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

① 資 源 化 ル

ートの確保 

ごみ 減 量

対策課 

 市民が分別排出した資源が確実に再生利用されるよう、資源

の種類に応じた適正な資源化ルートを引き続き確保します。 

 

 

（４）事業系廃棄物の減量 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①事業者の

取組の指導 

ごみ 減 量

対策課 

 事業用大規模建築物における減量及び再利用計画書の提

出・指導、事業系一般廃棄物の減量化・資源化及び適正排出

の指導により、事業者による廃棄物減量の取組を進めます。 

 

 

（５）ごみ・資源に関する学習機会の提供 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

① 小 学 校 に

お け る 教 育

の充実 

ごみ 減 量

対策課 

教 育 指

導課 

小学４年生対象に作成している社会科副読本「ごみのゆくえ」

がタブレット用教材として配信し、ごみ・資源教育の充実化を

図ります。 

② 地 域 で の

学習の支援 

ごみ 減 量

対策課 

 リサイクルセンターの見学を希望する団体等を受け入れるほ

か、ごみ・資源の流れに関する情報発信を行います。 

 

市民・市民団体の取組 

･ 容器包装類も含め「できるだけごみを出さない」ことを考えた買い物の仕方を意識しましょう。 

･ ごみ・資源の流れを理解し、適切な分別を徹底しましょう。リサイクルセンターなどのごみ・資源関連

施設を見学するなど、大人も積極的に学びましょう。 

･ 新しく引っ越してきた方や外国人住民の方など、ごみ・資源の出し方に困っている方を見かけたらサ

ポートしましょう。 

･ 地域で実施する資源回収に協力しましょう。 
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･ 生ごみの水気をよく絞ってから捨てることで、運搬時・焼却時に必要なエネルギーを少なくできます。 

･ 買い物に行く前に冷蔵庫やパントリーの中を確認する、数日分の献立を決めておくなど、買いすぎを

防ぐ工夫をしましょう。 

･ 家で食べきれない贈答品などは早めにフードバンクに提供し、無駄なく必要なところに食品が届くよ

うにしましょう。 

･ 使い捨て商品や耐久性の低い商品ではなく、長く使える質の良い製品を選びましょう。 

 

事業者の取組 

･ 事業活動で生じるごみは自らの責任で処理することを基本とし、市の回収に出す場合は適切な分別

を徹底しましょう。 

･ 容器包装プラスチックを削減するため、容器包装のさらなる簡易化を図るとともに、プラスチック包装

材を紙や木材などに切り替えましょう。 

･ お客さんが持参した容器で総菜を販売する、マイボトルに給水するサービスを行うなどの取組を検討

しましょう。 

･ 分別・リサイクルしやすい素材を用いた製品の提供に努めましょう。 

･ 店頭などに設置するペットボトル等の回収ボックスは、異物投入がしづらい仕組み（下から投入する

など）のものを検討しましょう。 
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４．安全安心な生活環境 

 

基本的な考え方 

まちなかが衛生的で清潔であること、水や空気などの汚染がないことは、暮らしや仕事を営む上での前

提条件となります。 

市内の環境に関する各種データからは、おおむね良好な生活環境が保たれていることが分かりますが、

横田基地による航空機騒音、幹線道路沿いの騒音など、長年にわたり解決できない問題も抱えています。

あわせて、地下水汚染等、市民の安全安心な暮らしを脅かす新たな問題への対処も重要になります。この

ような市民生活の大きな支障と言える課題について、強い姿勢で対処を求めるなど、対応を継続していく

必要があります。 

福生市には、歴史的背景を持つ街並みと、多摩川と２つの崖線で形成される緑と水が融合した特徴的

な景観があります。この豊かな景観を守り、活用することで地域の魅力を共有・発信していきます。 

 

目指すべき姿 

●清潔で気持ちよく散歩できるまちになっている。 

●福生らしい眺めを大事にした景観が形成されている。 

●騒音や大気汚染などの問題が改善されている。 

 

管理指標 

項目 現況 目標 

環境基準達成率 

水質（総合的に評価） 98％ 100％ 

大気（総合的に評価） １００％ 100％ 

道路騒音 87％ 100％ 

航空機騒音 ５０％ 50％ 

景観・美観対策への満足度 

 A：福生らしい景観の保全（自然・歴史・文化） 

 B：ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策 

 

59％ 

37％ 

（2022年度） 

 

７０％ 

45％ 

（2033年度） 

 

  

４．安全安心な生活環境 
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（１）美しいまちの維持 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①まちなかの

美観の保持 

道路下水

道課 

 違反広告物撤去協力員制度を継続し、道路沿線の捨て看板、

まちなかの貼り紙など景観を阻害する違反広告物の撤去を推

進します。 

 道路下水

道課 

 道路美化ボランティア制度などにより、市民と協働した維持管

理を継続します。 

 ごみ 減 量

対策課 

 家庭ごみ収集運搬委託業者と連携した市内のポイ捨てごみを

収集する取組や、広報・ＨＰ等による啓発、ポイ捨てや路上喫

煙等に対するマナーアップ指導員による指導を通じて、清潔で

美しいまちの維持に努めます。 

②美しいまち

かどの維持 

協働推進

課 

 町会・自治会による環境衛生に関する活動など、市民活動を

支援します。 

③ 空 き 家 対

策 

まちづくり

計画課 

 空き家の管理状態についての状況把握を進めるとともに、相

談窓口の設置、空き家の流通・利活用等の促進に向けた施策

を検討します。 

 

 

（２）歴史的景観の保全・活用 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①熊川分水

の保全 

まちづくり

計画課 

道 路 下

水道課 

景観重要資源指定箇所における維持活動を継続するととも

に、市内外へ向けたPRを展開します。 

 公民館  熊川分水の歴史的価値を市民が認識し、保全への理解を高

める機会として、市民団体と連携して講座を企画・実施します。 

②玉川上水

沿 い の 自 然

の保全 

まちづくり

計画課 

シティセ

ー ル ス

推進課 

玉川上水沿いの環境保全について、自然・生態系や景観の保

全も踏まえた対応を都に対して要望していきます。 

また、玉川上水の景観や歴史的背景を生かした観光誘致の

促進に向けて、自然・生態系を含む情報発信を強化していきま

す。 

③景観の保

全・活用に関

する協議 

まちづくり

計画課 

 福生らしい景観の維持・活用について、市民団体等から意見

を聞きながら推進します。 
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（３）公害の防止 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①公害抑止

の た め の 監

視・指導 

道路下水

道課 

 下水道法に基づく事業者の排水に対する指導を継続するとと

もに、面的排出源対策として一般家庭を含む啓発を強化しま

す。 

 環境政策

課 

 東京都環境確保条例に基づく事業者に対する地下水の揚水

量指導を継続し、地盤沈下を未然に防ぎます。 

 環境政策

課 

企 画 調

整課 

道路騒音・航空機騒音の測定を継続し、測定結果に基づく関

係各所への要望等を行うとともに、市民自らが取り組める対

策についての情報発信を進めます。 

 

市民・市民団体・事業者の取組 

･ 生活や事業活動の中で、騒音・振動・悪臭や水・空気の汚染などが生じないように配慮しましょう。 

･ ごみのポイ捨てや歩行喫煙をしない・させないまちづくりのため、自宅や事業所周辺の清潔の保持に

努めましょう。 

･ 多摩川や玉川上水の周辺の自然・生き物に関する情報を提供・収集し、理解促進・観光誘致につな

がる情報発信に参加しましょう。 

･ 外国人住民の比率が高まっていることを受け止め、文化の多様性をリスペクトして積極的に交流しま

しょう。 

･ 市内の多様な資源を活用したイベントや、身近な環境や観光資源をPRする機会を拡大しましょう。 
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第３部 人材育成と参画 

  

第３部 

人材育成と 

参画 
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１．環境保全を担う人材育成 

 

基本的な考え方 

市内に残された自然環境を守り、将来にわたり持続可能な地球環境を引き継ぐことは、一人ひとりの現

在の暮らし方・働き方と、様々な行動・選択と地続きになっています。身近な自然環境や地球環境について

の関心を持ち、理解を深め、行動を起こすことは、現在を生きるすべての者の責務です。 

市内では各分野で多くのボランティアが活動し、環境保全・維持のために欠かせない存在となっていま

す。環境に関する高度な知識を持つ市民の存在もあります。しかし、人口減少・高齢化の進展と、ライフスタ

イルや価値観の多様化の中で、これまでと同じ形で環境活動を維持していくことが困難になっていくこと

が考えられます。一方で、小中学校、高校では教科教育においてSDGsが扱われるようになっており、若い

世代での環境意識・社会貢献意識は高まっていると考えられます。 

市民それぞれの興味・関心や得意分野に応じて、様々な形で環境活動に関わり、地域社会の中で活躍

できるあり方を模索していかなければなりません。 

また、市民の力を生かすためには、市民・行政の双方による「学び直し／リスキリング」が重要です。環

境の課題に対する知識・最新情報と、協働により環境保全を進めていくための意識・心構えやスキルを高

めていく必要があります。 

 

目指すべき姿 

●環境に関する情報発信・学習の拠点がある。 

●環境活動やまちづくり活動に多様な層が参画する仕掛けとしてのポイントシステムが機能している。 

●あらゆるレベルでのコミュニティ活動が活発に動いている。 

 

管理指標 

項目 現況 目標 

環境に関する講座・体験活動に参加した市民の数

（延べ人数） 
― 

累計40,000人 

（2033年度） 

環境に関する講座・体験活動に参加した児童・生徒

の数（延べ人数） 
― 2,900人／年 

 

  

１．環境保全を担う人材育成 
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（１）将来世代の育成 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

① 学 校 に お

け る 環 境 学

習の推進 

環境政策

課 

 環境学習教員研修を継続し、教員を通じて、児童・生徒の環

境に対する理解を深め、環境問題や環境保全などに対して主

体的に関われる人材を育成します。 

 教育指導

課 

 学習指導要領に基づく環境教育とあわせて、地域の特色を生

かした学校独自の環境学習の取組を支援し、持続可能な地

域づくりのための人材育成を進めます。 

 

 

（２）現役世代のエンパワーメント 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

① 地 域 に お

け る 学 習 機

会の充実 

環境政策

課 

 市内で暮らしながら、様々なタイミングで環境に関する情報に

触れ学ぶことができるよう、市民団体等と連携しあらゆる手段

を講じていきます。 

⚫ 各種イベント等による情報発信・学習機会の拡充 

⚫ 「かんきょう通信」による身近な環境情報の伝達 

⚫ 「福生市の環境」による環境状況の公開 

⚫ 掲示物やWEB媒体を組み合わせた環境情報の発信 

 生涯学習

推進課 

 知識・スキルを持った市民を継続的に養成し、ガイドとして活

動の場を増やすことで、知識等を継承する機会を拡充します。 

 公民館  多様な開催日時、オンデマンドを含む開催手法を検討し、あら

ゆる人の学習意欲を引き出す環境学習講座を企画します。ま

た学習後の活動につなげるよう庁内連携を強化します。 
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（３）環境学習の拠点づくり 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①環境学習

の拠点づくり 

環境政策

課 

 市内の環境情報の発信、学習、環境人材の登録・紹介機能な

どを有し、環境に関する学びや活動を総合的に支援する拠点

の整備に向けて検討を進めます。 
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２．参加の動機付け 

 

基本的な考え方 

人口減少・高齢化が見えている中で、個人の善意のみに頼った無償ボランティアの活動を維持するに

は限界があります。また、勤労世代は仕事や育児、介護などで時間的余裕がなく、時間や場所が限定され

た活動には参加しにくいという制約があります。 

市内で実施される様々な環境・SDGs達成活動をポイント化することで、自発的行動を「一押し」してく

れるインセンティブとなり、多様な市民が活動に参加する機会を拡大することが期待できます。 

 

（１）ポイントシステムの構築 

市の取組 

項目 主担当課 関係課 取組の方向性 

①ポイントシ

ス テ ム の 構

築 

環境政策

課 

 環境保全活動など持続可能な地域づくりに貢献する活動をポ

イント化し、貯めたポイントを市内で活用できるシステムの構築

に向けて検討を進めます。 

 

ポイントシステムのイメージ 

⚫ 環境保全・改善に貢献するボランティア活動の実施、環境学習機会への参加を「ポイント化」し、スマ

ートフォンのアプリまたはポイントカードで管理する。 

⚫ 貯めたポイントは公共施設の利用料金や、商店街での商品割引、他のボランティアサービスの利用

などと引き換えることができる。 

⚫ 商店街やECO FRIENDLY認証店・団体などに協力店として関与してもらうことで、市民の環境行動

を実践できる場が広がり、地域経済の活性化にもつながる。 

⚫ 新たなコミュニティ（テーマ型コミュニティ）の形成も期待できる。 

 

  

２．参加の動機付け 
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ポイントの獲得・使用場面の例 

ポイントを貯める ポイントを使う 

･ 資源回収への協力 

･ 協力店におけるリユース容器持参での買い物 

･ 公園の維持管理 

･ 樹林地の保全活動 

･ 地域の美化活動（清掃、ごみ拾い、花いっぱい

運動など） 

･ 空き家の管理状態の通報 

･ 環境フェスティバルへの出展、参加 

･ 環境学習講座への参加 

･ 防災訓練への参加 

･ リサイクルセンターの見学 

･ 個人対個人の生活支援サービス（庭の草取

り、買い物代行、見守り、外国人住民へのごみ

分別アドバイス 他）など 

･ 公共施設の利用料金（貸し会議室、体育

施設等） 

･ 廃棄物処理券 

･ 協力店での割引 

･ 個人対個人の生活支援サービス（庭の草

取り、買い物代行、見守り他）など 

 

 

 

ポイントシステムのイメージ（市民提言より） 

 

  

ためる つかうP

P

P

マイ容器でお買い物
５ポイント

資源回収に協力
５ポイント

樹林地の管理
に参加

３０ポイント

環境講座に参加
５ポイント

体育館２時間分
１０ポイント

庭の草取りを
依頼する
５０ポイント

エシカルな
商品と交換

外国人住民の
ごみ出しを支援

20ポイント

廃棄物処理券
と交換
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３．計画の推進 

 

（１）進行管理の仕組み 

推進体制 

本計画の内容を着実に進めるためには、行政だけでなく様々な主体がそれぞれの役割を担い、行動し

ていくことが必要です。特に、多様な主体が参画し進めることで、複数の課題に効果が得られるような取り

組み方が重要です。これは、SDGs実施のための主要原則※のうち「参画性」と「統合性」を反映したもの

です。「参画性」は多様な関係者が事業・活動に関わること、「統合性」は複数の課題を同時に解決するこ

とです。参画性や統合性の高い取組は、持続可能な地域づくりに対するインパクトが特に大きい重要な事

業であると考えられます。 

 

※SDGs実施のための主要原則・・・SDGs（Sustainable Development Goals）は、平成27年（2015年）9月に

「国連持続可能な開発サミット」にて採択された、平成27年（2015年）から令和12年（2030年）までの長期的な開

発の指針であり、17のゴールと169のターゲットで構成されている。政府は平成28年（2016年）12月にSDGs実施

指針を策定し、SDGsの理念・原則から、SDGsへの取組を実施するための主要原則として「普遍性」「包摂性」「参画

型」「統合性」「透明性と説明責任」を示している。 

 

計画の推進には次のような主体が関わります。 

 

●行政（主担当課） 

計画に位置付けられた各事業の主担当課として、予算化と実行計画の設定、関係課などの関連する他

部署及び市民・事業者等との調整、事業の実施（市民・事業者等との共同実施を含む）、実施結果の自

己評価を行います。 

環境政策課は推進体制全体の事務局を担います。 

 

●環境事業推進会議 

生活環境部長を座長とし、部長級職員を中心に構成する行政内部の組織です。各主担当課による実

績報告（自己評価結果）と管理指標の達成状況から本計画の進捗状況を把握し、推進に向けた協議・意

思決定を行います。 

 

●市民・市民団体・事業者 

本計画において「市民・市民団体・事業者の取組」として挙げている項目を中心に、持続可能な地域づ

くりに関する様々な活動に取り組みます。一個人や事業者単体で実施するものの他、市民団体として、ある

いは行政の事業のうち重要度の高い事業について、行政と共同実施することもあります。  

３．計画の推進 
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●環境審議会 

本市の環境保全等に関する施策を推進する上で必要な事項を調査審議するため、市民、事業者、学識

経験者で組織されています。各主担当課による実績報告（自己評価結果）と管理指標の達成状況から本

計画の進捗状況を評価します。また、各分野に関わる市内の環境の状態を総合的に評価し、施策の進展

と社会情勢等を踏まえて、次年度以降の事業内容や目標設定について意見を述べます。 

 

図 環境基本計画の推進体制 

 

目標設定 

本計画は、将来像『私たちが変わり 私たちが変える エコシティふっさ』に向けて環境政策の分野別に

「目指すべき姿」を設定し、その姿を実現するための各種施策を設定しています。計画の進捗度を把握す

るため、2種類の指標と目標を設定して管理していきます。 

 

■管理指標 

本計画期間10年で到達すべき、各分野の象徴的な目標です。 

分野ごとに複数設定するもので、各分野のいくつかの施策の総合的な成果として表れる（指標値が改

善する）ものと考えます。 

施策の効果は単年度で現れるものではないこと、またデータ取得の制約があることから、毎年度数値を

更新できない指標も含まれますが、少なくとも令和10年（2028年）度をめどに実施する中間評価の時点

で、すべての指標について評価することとします。 

 

市民

市民団体

事業者

行政

環境事業推進会議

事業主担当課（関係課）

事務局
（環境政策課）

環境審議会

連携・協働

連携・協働
連携・協働

報告 評価・助言
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■事業目標 

市が実施する施策・事業の結果を評価するための目標です。 

事業目標は、個別の施策・事業の実施結果を表すものです。行政の取組または行政と市民・事業者等

が協働で実施した結果として、直接得られた効果を明らかにします。事業ごと・年度ごとに目標設定し、毎

年度明けに達成状況を主担当課（関係課）が自己評価します。 

事業目標は、年度初めに主担当課（関係課）が設定し、年度実行計画に記載して公開します。 

2種類の指標は、個別の事業を実施して毎年度の「事業目標」が達成されていくことで、その総合的な

成果として「管理指標」が改善していく、という関係です。 

しかし、管理指標のみで各分野の環境状態がもれなく正しく評価できるわけではありません。そのため、

環境審議会や環境事業推進会議では、管理指標だけでなくその他の環境状態・社会情勢も踏まえて総

合的に評価します。 

また、事業目標の設定に際しては、管理指標との関係だけでなく、各分野の「目指すべき姿」を踏まえて

目標や取り組み方を計画することが必要です。 

 

進捗管理の手順 

計画の着実な進捗を図るため、以下の手順で管理していきます。 

 

①年度実行計画の作成 

本計画に記載された施策について、各主担当課（関係課）が年度ごとに実施する事業を設定し「実行

計画」を作成します。実行計画には、分野名、施策名、取組の方向性、事業名、年度計画（具体的な事業

実施内容：いつ・どこで・誰を対象に・何を実施するか）、当年度の目標、部署名、事業予算を記入します。

当年度の目標は、可能な限り定量的な把握ができるものとします。 

行政以外の主体が関わる事業は、協働先との十分な協議の上、パートナーシップの質を高めることも目

指して事業の計画を立てます。 

事務局（環境政策課）は各主担当課による計画を取りまとめ、ホームページに掲載して市民に公開しま

す。 

 

②事業の実施 

①で作成した年度実行計画に基づき、各主担当課（関係課）を中心に事業を実施します。 

 

③事業実績の報告 

Ａ．年度実行計画進捗状況報告 

会計年度終了後に、各主担当課（関係課）が当該年度実行計画に基づく事業の実績について整理

します。実績報告には、当年度の事業実施結果、決算額、目標の達成状況、翌年度の事業の計画を記

入します。 

また、各事業の実施手法について、ＳＤＧｓ実施のための主要原則 （「参画型」・「統合性」・「透明性
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と説明責任」）の観点から自己評価します。 

事務局（環境政策課）は各主担当課（関係課）から提出された実績報告を取りまとめます。 

Ｂ．取組指標達成状況報告 

各分野の施策に関連する「取組指標」の実績値について、事務局（環境政策課）が関係部署・機関

から情報を集約します。 

 

④環境審議会及び環境事業推進会議での評価 

環境審議会及び環境事業推進会議において、各主担当課による実績報告（自己評価結果）と取組指

標の達成状況、市内の環境状態や社会情勢を踏まえ、計画の進捗状況を総合的に評価します。 

 

⑤評価結果のフィードバックと公開 

④での評価・討議結果や意見は、各主担当課等へフィードバックします。 

年度実行計画の実績報告は、ホームページに掲載して市民に公開します。また「福生市の環境」におい

て主要事業の実施内容を掲載します。 

また、事務局（環境政策課）は計画の進捗状況に関する市民意見を受け付け、関係部署などにこれを通

知して施策・事業の改善につなげます。 

 

 

（２）市民参加による全庁的な環境活動の推進 

「エコシティふっさ」を目指すには、市民や事業者の協力が不可欠であり、その機運を高めるためには

行政が率先して環境活動を行うことが必要です。環境施策の所管部署だけでなく、すべての部署で日常

的に環境活動が行われていること、それが「見える」ことが重要です。 

これまで福生市では、事務事業におけるＣＯ２排出削減その他の環境配慮行動を実施し、評価する仕組

みとして「福生市環境マネジメントシステム（F-e）」を構築・運用してきました。各部署・施設の取組は市

民が参加する監査チームによって評価され、市民とともに環境活動のレベルアップを図ってきました。 

持続可能な地域社会の基盤には「環境」があることを改めて認識し、すべての事務事業において環境

配慮の取組を継続し、かつ、あらゆる機会をとらえてその活動を発信していく仕組みとして、F-eを再構築・

運用していきます。 
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（３）市民・事業者アクションリスト 

各分野の「市民・市民団体・事業者の取組」として記述した項目を、あらためて一覧表にまとめます。 

日々の暮らしやなりわいの中で実践できることを一つでも多く増やしていただくことで、「暮らしながら・

働きながら持続可能な地域づくりに貢献できる」ライフスタイルに近づきます。 

 

市民・市民団体アクションリスト 

分 

野 アクション 

他の効果がある分野 

緩

和 

適

応 

生

物 

循

環 

生

活 

気
候
変
動
（
緩
和
策
） 

 家庭におけるエネルギーの使い方について見直しましょう。無料の「家

庭エコ診断」を受診し、家庭ごとの効果的な対策を知ることも有効で

す。 

ー     

 古い家電製品は省エネ性能の高いものに買い替える、照明器具を

LEDに替えるなど、長い目で見て効果的な省エネ対策を行いましょう。 
ー     

 住宅の断熱性能を高めることは、省エネと快適性を向上させ健康な暮

らしにつながります。 内窓の設置や複層ガラス、樹脂サッシへの交換な

ど窓の断熱や、壁や屋根裏の断熱材を厚くする施工などが有効です。 

ー    ● 

 太陽光発電や蓄電池、太陽熱利用システムなど、家庭で利用できる

再生可能エネルギーの設備について知り、積極的に導入を検討しましょ

う。初期投資なしで設置できるモデルも提案されています。ポータブル

型太陽光発電・蓄電池もあり、災害対策としても活用できます。 

ー     

 電力会社を選択する際は、電気料金だけでなく、再生可能エネルギー

比率の高さも重視しましょう。 
ー     

 自家用車の使用頻度を抑え、乗車時には燃費を向上させるエコドライ

ブを意識しましょう。 
ー     

 自転車や公共交通機関を積極的に使いましょう。サイクルシェアリング

も活用しましょう。 
ー     

 自動車を買い替える際には、電気自動車を積極的に検討しましょう。 ー     

 町会・自治会など地域単位でエネルギーや気候変動について学ぶ機

会を作りましょう。 
ー     

気
候
変
動
（
適
応
策
） 

 気候変動の現状や将来予測について関心を持ちましょう。  ー    

 熱中症対策への意識を高め、自分自身や身近な人の健康を守る行動

を取りましょう。地域の中で声を掛け合いましょう。 
 ー    

 屋外作業を伴う仕事は、夏場の日中は作業を避けなければならなくな

ることを見越して、仕事を依頼したり受注したりするようにしましょう。 
 ー    

 気象災害のリスクは市内全域で様々にあることを知り、日ごろから備え

ましょう。 
 ー    

 地域で行う防災訓練を充実させ（参加したくなる防災訓練の企画な

ど）、多くの参加者で災害時の動き方や備えについて共有しましょう。 
 ー    

  



68 

 

分 

野 アクション（つづき） 

他の効果がある分野 

緩

和 

適

応 

生

物 

循

環 

生

活 

生
物
多
様
性 

 市内の生き物や植物、それらのつながりに関心を持ち、大切にしましょ

う。 
  ー  ● 

 河川、河川沿いの緑の質や水質に関心を持ち、雨水ますにごみを捨て

ない、洗車時に洗剤を流さないなどの配慮をしましょう。 
  ー  ● 

 庭やベランダで取り組める家庭菜園やガーデニングに取り組みましょ

う。その際、肥料や除草剤、防虫剤などは適量使用し、周囲の環境や生

き物に影響を与えないように気を付けましょう。 

 ● ー   

 自然体験や公園・樹林地などの管理に係るボランティア活動などに参

加し、身近な自然を守りましょう。 
 ● ー   

 庭の全面をコンクリートで覆わず土のスペースを（スリット状にでも）

残す、敷地堺にグレイチングを作るなどして、雨水が浸透するような土地

の使い方を意識しましょう。 

 ● ー   

 私有地の樹林や樹木の保全に努めましょう。  ● ー   

 地元で生産された野菜を購入し、地産地消を進めましょう。 ●  ー   

循
環
型
社
会 

 容器包装類も含め「できるだけごみを出さない」ことを考えた買い物

の仕方を意識しましょう。 
●   ー  

 ごみ・資源の流れを理解し、適切な分別を徹底しましょう。リサイクルセ

ンターなどのごみ・資源関連施設を見学するなど、大人も積極的に学び

ましょう。 

   ー  

 新しく引っ越してきた方や外国人住民の方など、ごみ・資源の出し方に

困っている方を見かけたらサポートしましょう。 
   ー  

 地域で実施する資源回収に協力しましょう。    ー  

 生ごみの水気をよく絞ってから捨てることで、運搬時・焼却時に必要な

エネルギーを少なくできます。 
●   ー  

 買い物に行く前に冷蔵庫やパントリーの中を確認する、数日分の献立

を決めておくなど、買いすぎを防ぐ工夫をしましょう。 
●   ー  

 家で食べきれない贈答品などは早めにフードバンクに提供し、無駄な

く必要なところに食品が届くようにしましょう。 
●   ー  

使い捨て商品や耐久性の低い商品ではなく、長く使える質の良い製品

を選びましょう。 
●   ー  

生
活
環
境 

 生活や事業活動の中で、騒音・振動・悪臭や水・空気の汚染などが生

じないように配慮しましょう。 
  ●  ー 

 ごみのポイ捨てや歩行喫煙をしない・させないまちづくりのため、自宅

や事業所周辺の清潔の保持に努めましょう。 
   ● ー 

 多摩川や玉川上水周辺の自然・生き物に関する情報を提供・収集し、

理解促進・観光誘致につながる情報発信に参加しましょう。 
  ●  ー 

 外国人住民の比率が高まっていることを受け止め、文化の多様性をリ

スペクトして積極的に交流しましょう。 
    ー 

 市内の多様な資源を活用したイベントや、身近な環境や観光資源を

PR する機会を拡大しましょう。 
    ー 
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事業者アクションリスト 

分 

野 アクション 

他の効果がある分野 

緩

和 

適

応 

生

物 

循

環 

生

活 

気
候
変
動
（
緩
和
策
） 

 事業所におけるエネルギーの使い方について見直しましょう。無

料の「省エネ診断」を受診し、事業所ごとの効果的な対策を知るこ

とも有効です。 

ー     

 ESG ポリシーとして、事業活動で消費するエネルギーの削減策の

公表・実践に努めましょう。 
ー     

 エネルギー機器は省エネ性能の高いものに買い替える、照明器具

を LED に替えるなど、長い目で見て効果的な省エネ対策を行いま

しょう。 

ー     

 IT 化・DX 化を推進してテレワークを積極的に活用し、事業所の

省エネと柔軟な働き方の両立を図りましょう。 
ー     

 建物の断熱性能を高めることは、省エネと就業環境の向上につな

がります。 
ー    ● 

 太陽光発電や蓄電池、太陽熱利用システムなど、事業所で利用で

きる再生可能エネルギーの設備について知り、積極的に導入を検

討しましょう。離れた場所から太陽光発電の電気を供給するオフ

サイト PPA などの手法も検討しましょう。 

ー     

 電力会社を選択する際は、電気料金だけでなく、再生可能エネル

ギー比率の高さも重視しましょう。 
ー     

 社用車の使用頻度を抑え、乗車時には燃費を向上させるエコドラ

イブを意識しましょう。 
ー     

 車両更新時には電気自動車の導入を積極的に検討しましょう。駐

車場などにおける電気自動車の急速充放電設備の設置、地域への

開放についても検討しましょう。 

ー     

 周辺地域・事業者と連携した地域新電力や余剰電力融通の仕組み

づくりの可能性を探りましょう。 
ー     

 敷地内に木材チップを敷設することや樹林地整備に参加するこ

とで、吸収源対策に貢献することができます。 
ー ●    

気
候
変
動
（
適
応
策
） 

 気候変動の現状や将来予測について関心を持ちましょう。  ー    

 熱中症対策への意識を高め、自分自身や身近な人の健康を守る行

動を取りましょう。地域の中で声を掛け合いましょう。 
 ー    

 屋外作業を伴う仕事は、夏場の日中は作業を避けなければならな

くなることを見越して、仕事を依頼したり受注したりするように

しましょう。 

 ー    

 気象災害のリスクは市内全域で様々にあることを知り、日ごろか

ら備えましょう。 
 ー    

 地域で行う防災訓練を充実させ（参加したくなる防災訓練の企画

など）、多くの参加者で災害時の動き方や備えについて共有しまし

ょう。 

 ー    
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分 

野 アクション（つづき） 

他の効果がある分野 

緩

和 

適

応 

生

物 

循

環 

生

活 

生
物
多
様
性 

 市民農園を含む地元産野菜を販売する場所・仕組みづくりに努め

ましょう。地元産野菜の六次産業化など、付加価値を高めて流通す

る方策を検討しましょう。 

 ● ー  ● 

 殺虫剤、除草剤、肥料を扱う店舗では、専門知識を有するスタッ

フを育成し、適正な使用を店頭で伝えるようにしましょう。 
  ー  ● 

 地域貢献活動として、公園や樹林地などの管理に係るボランティ

ア活動に取り組みましょう。 
 ● ー   

 敷地内に豊かな植栽を設ける、敷地の全面をコンクリートで覆わ

ないなど、緑の確保や雨水浸透ができるような土地の使い方を意

識しましょう。 

 ● ー   

循
環
型
社
会 

 事業活動で生じるごみは自らの責任で処理することを基本とし、

市の回収に出す場合は適切な分別を徹底しましょう。 
●   ー  

 容器包装プラスチックを削減するため、容器包装のさらなる簡易化

を図るとともに、プラスチック包装材を紙や木材などに切り替えましょう。 
●   ー  

お客さんが持参した容器で総菜を販売する、マイボトルに給水す

るサービスを行うなどの取組を検討しましょう。 
●     

 分別・リサイクルしやすい素材を用いた製品の提供に努めましょ

う。 
●   ー  

 店頭などに設置するペットボトル等の回収ボックスは、異物投入

がしづらい仕組み（下から投入するなど）のものを検討しましょ

う。 

●   ー  

生
活
環
境 

 生活や事業活動の中で、騒音・振動・悪臭や水・空気の汚染など

が生じないように配慮しましょう。 
  ●  ー 

 ごみのポイ捨てや歩行喫煙をしない・させないまちづくりのた

め、自宅や事業所周辺の清潔の保持に努めましょう。 
   ● ー 

 多摩川や玉川上水周辺の自然・生き物に関する情報を提供・収集

し、理解促進・観光誘致につながる情報発信に参加しましょう。 
  ●  ー 

 外国人住民の比率が高まっていることを受け止め、文化の多様性

をリスペクトして積極的に交流しましょう。 
    ー 

 市内の多様な資源を活用したイベントや、身近な環境や観光資源

を PR する機会を拡大しましょう。 
    ー 
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管理指標設定の考え方 

気候変動 

① 市域の民生部門温室効果ガス排出量 

東京都６２市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防⽌プロジェクト」による公表値のうち、令和元年（２０１９

年）度参考値（福生市人口に対する基地内人口の比０．８３［令和元年]を乗じた値）を基準として、国の温暖化

対策推進計画における部門別2019年度比を用いて求める。 

 基準値 

（千ｔ-ＣＯ２） 
対２０１９年度比 

２０３０年目標値 

（千ｔ-ＣＯ２） 

産業 １０ ７５．３％ ７．５  

業務 １０２ ６０．１％ ６１．３  

家庭 ５５ ４４．０％ ２４．２  

運輸 ５５ ７０．９％ ３９  

廃棄物 ８ ‐ ８  

合計 ２３０  １４０  

 

 

②市内の再生可能エネルギー導入量 

※再生可能エネルギー導入量の目標は、追加的な対策を取らなくても人口減少によってエネルギー需要が減るこ

と、国全体の取組として電力の排出係数（１ｋＷｈの電気を作る際に排出されるＣＯ２の量）が低減することを見込

んだ上で、①で設定した温室効果ガス排出量の目標を達成するためにどの程度のエネルギーを再生可能エネ

ルギーで代替しなければならないか、という視点で設定した。 

 

まず、人口推計・就業者数予測から令和１２年（２０３０年）のＢＡＵ（現状趨勢ケース：現状以上の対策を行わ

ない場合）排出量を求める。産業・業務部門は各産業の就業者予測、家庭・運輸・廃棄物部門は人口推計から

各減少率を乗じて求める（２１２．２千ｔ‐ＣＯ２）。 

次に、エネルギーミックスの変化による電力の排出係数改善の効果を見込んだ排出量を推計する。国が示し

た「２０３０年度におけるエネルギー需給の見通し」では、令和１２年（２０３０年）度の全電源平均の電力排出係

数を０．２５ｋｇ‐ＣＯ２／ｋＷｈとしており、令和元年（２０１９年）比で５６．２％改善する。市町村別エネルギー消費統

計の最終エネルギー消費における電力の割合は、産業５３．５％、業務５５．８％、家庭５０．３％、運輸４％であり、Ｂ

ＡＵ排出量に対してこの割合を部門別に乗じて電力由来排出量を求める。これに排出係数改善率５６．２％を乗

じ、電力以外の排出量と合計して求める（１７５千ｔ‐ＣＯ２）。 

電力割合と排出係数改善を考慮したＢＡＵ推計値は、令和１２年（２０３０年）目標値（１４０千ｔ‐ＣＯ２）に対して

３５千ｔ‐ＣＯ２の超過となっており、おおむね各部門で２０％ずつの削減が必要となる。 

そこで、各部門のエネルギー効率化で１０％削減、残り１０％を再生可能エネルギーでまかなうものとする。 

令和１２年（２０３０年）のエネルギー需要は、市町村別エネルギー消費統計の令和元年（２０１９年）度部門別

エネルギー消費量にＢＡＵ推計で使用した人口・就業者減少率を乗じて求める（２，３７３.７ＴＪ）。 

このうち１０％を再生可能エネルギーで代替する場合、必要な導入量は２３７．４ＴＪ、６５，９３７ＭＷｈとなる。  
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基準値 

（千ｔ-ＣＯ２） 

人口・就業者 

減少率 

２０３０年 

ＢＡＵ排出量

（千ｔ-ＣＯ２） 

電力率 

電気由来 

排出量 

（千ｔ-ＣＯ２） 

係数 

改善率 

係数改善後 

排出量 

（千ｔ-ＣＯ２） 

産業 １０ ８７．５％ ８．８  ５３．５％ ４．７  

５６．２％ 

２．６  

業務 １０２ ９２．５％ ９４．４  ５５．８％ ５２．６  ２９．６  

家庭 ５５ 

９２．４％ 

５０．８  ５０．３％ ２５．６  １４．４  

運輸 ５５ ５０．８  ４％ ２  １．１  

廃棄物 ８ ７．４  ‐  ‐ ‐ ‐ 

合計 ２３０  ２１２      

 

 電気以外の 

排出量 

（千ｔ-ＣＯ２） 

係数改善後 

全排出量 

（千ｔ-ＣＯ２） 

２０１９年 

エネルギー

需要（ＴＪ） 

２０３０年 

エネルギー

需要（ＴＪ） 

再エネ 

代替量 

（ＴＪ） 

 

産業 ４．１  ６．７  １４８．８ １３０．２ １３  

業務 ４１．７  ７１．３  ６２７．１ ５８０．２ ５８  

家庭 ２５．３  ３９．６  ７８４．４ ７２４．８ ７２．５  

運輸 ４８．８  ４９．９  １０１５．８ ９３８．６ ９３．９  

廃棄物 ‐ ７     

合計  １７５ ２，５７６.１ ２，３７３.７ ２３７．４ （３６００Ｊ＝１Ｗｈ） 

 

③日常的に適応行動をとっている市民の割合 

Ａ：気象災害などの際の避難場所・経路の確認 

市民アンケートにおける当該項目で「日ごろからよく行っている」が１９％、「行ったことはある」が５９％であっ

たため、この合計が「日常的に行動している」ことを目指し、８０％を目標とする。 

Ｂ：暑さを避けた活動時間・時期の変更 

市民アンケートにおける当該項目で「日ごろからよく行っている」が４０％、「行ったことはある」が３７％であっ

たため、この合計が「日常的に行動している」ことを目指し、８０％を目標とする。 

 

 

生物多様性 

①カワラノギクプロジェクトの認知度 

市民アンケートにおける当該項目で「取組を知らない」が57％であったため、認知度の高い「身近な

公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動」「町会・自治会等の資源回収への協力」と同程度に認知度を高

め、身近に感じてもらうことを目指し、70％を目標とする。 
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②生物多様性に資する行動をしている市民の割合 

Ａ：庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成 

市民アンケートにおける当該項目で「日ごろからよく行っている」が４５％、「行ったことはある」が２２％であっ

たため、この合計が「日常的に行動している」ことを目指し、７０％を目標とする。 

Ｂ：身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動 

市民アンケートにおける当該項目で「たびたび参加している」「参加したことはある」の合計が３３％であった

ため、担い手が高齢化する中でもこの割合が維持されることを目指し、３５％を目標とする。 

 

③みどり率 

 「福生市緑の基本計画」と共通の目標とする。 

※「みどり率」は、オープンスペースの重要さを視点に、緑被率に公的に担保されている「公園内で緑のない裸地」と

「河川、用水路、湖沼などの水面」を加えた場所が市域に占める割合を示す。 

 

循環型社会 

①ごみ総排出量 

 「福生市一般廃棄物処理基本計画」と共通の目標とする。 

※「ごみ総排出量」は、市が処理責務を負うすべての一般廃棄物の総量であり、家庭や事業所から排出されるごみや

資源、粗大ごみ、集団回収で収集された資源などを含む（東京都独自の指標です）。 

 

②ごみの発生抑制に資する行動をしている市民の割合 

Ａ：捨てる際の分別・リサイクルしやすさを重視した商品の選択 

市民アンケートにおける当該項目で「日ごろからよく行っている」が４６％、「行ったことはある」が31％であっ

たため、この合計が「日常的に行動している」ことを目指し、８０％を目標とする。 

 

 

生活環境 

環境基準達成率 

項目ごとの調査・測定した総数に対する、基準を達成できた調査・測定数を割合で示したもの。 

例）基準達成調査・測定数 ２÷総調査・測定数 ４＝５０％ 

Ａ：水質（地下水１０地点・１５項目、工場排水１か所・１１項目）・大気（燃料中の硫黄分２か所・２項目、二酸化

窒素１２か所） 

現状で１００％に近い達成状況にあるため、これを維持することを目標とする。 

Ｂ：道路騒音（環境騒音調査・４６か所） 

現状で８７％の達成状況にあるため、これを引き上げて１００％達成することを目標とする。 

Ｃ：航空機騒音（誘導灯付近・市役所屋上） 

現状で50％の達成状況にあり、２か所の観測地点のうち１か所が常に基準超過となっている状況であ

るが、改善の見込みがないため現状維持を目標とする。 
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②景観・美観対策への満足度 

Ａ：福生らしい景観の保全（自然・歴史・文化） 

市民アンケートにおける当該項目で「とても満足」「やや満足」の合計が５９％であるため、これを引き上げて７

０％を目標とする。 

Ｂ：ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策 

市民アンケートにおける当該項目で「とても満足」「やや満足」の合計が３７％であるため、全項目の満足率の

平均値程度まで引き上げることを目指して４５％を目標とする。 

 

 

人材育成 

①環境に関する講座・体験活動に参加した市民の数（延べ人数） 

２０３３年の推計人口のうち、７歳から７４歳までの合計（４１，０６８人）と同程度の人数が、環境に関する何らか

の講座・体験活動に参加することを目指して、４０，０００人を目標とする。 

 

②環境に関する講座・体験活動に参加した児童・生徒の数（延べ人数） 

小学校・中学校の児童・生徒が、環境に関する何らかの講座・体験活動に参加する機会を確保することを目

指して、各年度の７歳から１５歳までの合計人数を目標とする。２０３３年の推計人口のうち、７歳から１５歳までの

合計は２，９２０人であるため、最終年度の目標を２，９００人とする。 
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環境に関する市民アンケート 集計結果 

 

１．調査概要 

※②については、６０歳未満の方に追加で行ったWeb形式による調査 

 

■対象 

①18歳以上の福生市民 1,400人（郵送およびWeb） 

②情報メール登録者 4,496人のうち60歳未満（Webのみ） 

  

■方法 

①郵送配布、回答は郵送またはWebを任意選択 

②情報メールにて回答依頼、Web回答 

 

■期間 

①令和4年9月9日（局出し）～10月14日※ 

 ※9月26日に一次締め切り後、回答勧奨はがきを全対象者に送付して期間を延長 

②令和4年10月6日～10月14日 

 

■回収状況 

①発送数：1,400件 

転居・回答不能等による返送数：14通 

郵送回収数：300件  Web回答数：133件  合計433件（回答率31.2％） 

②Web回答数：68件 

 

■その他 

原則、①の調査と②の調査は前提等が異なるため、それぞれ違う調査として実施していますが、回答状況の年

齢分布等を鑑みて、結果については集計・分析を総合的に行うこととしました（調査内容は①②共通）。 

なお、①②の回答数の合計は505件となりますが、すべての設問に回答されていない場合があり、集計結果の

合計と差異が出ています。 
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２．集計結果 

問１ 分野別取り組みの満足度 

問１ 福生市の環境に関する次の取り組みについて、どの程度満足していますか？ 

各項目について、あてはまる番号に１つ ○をつけてください。 

 

福生市環境基本計画第３期中期実施計画の施策体系に沿って項目を設定し、各項目の現状に対する市民の

満足度を測りました。 

 

「とても満足」「やや満足」の合計が多かった上位５項目は、前回調査（令和元年度）と同様でした。 

･ ごみ・資源の分別方法（395人） 

･ 市内の空気のきれいさ（346人） 

･ 豪雨、台風など気象災害への備え（ハザードマップの全戸配布や自主避難の受け入れなど）（343人） 

･ 気温の上昇に関する注意喚起（熱中症予防など）（336人） 

･ ごみ発生抑制のための情報提供（清掃だよりなど）（307人） 

 

「とても不満」「やや不満」の合計が多かった上位５項目は、前回調査から項目を削除し「生活道路の安全化」

に代わり、「自転車に乗りやすいまちづくり」が上位に入る形となりました。 

･ 航空機による騒音への対策（373） 

･ 道路交通騒音･振動への対策（260人） 

･ ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策（240人） 

･ バス・電車など公共交通の利便性（201人） 

･ 自転車に乗りやすいまちづくり（放置自転車対策・駐輪場整備）（192人） 

  

大半の取り組みが肯定的に捉えられていますが、不満を抱えている市民の方が多い取り組み（「とても不満」

「やや不満」の合計が「とても満足」「やや満足」の合計を上回る）は次のとおりでした。これらのうち、「航空機に

よる騒音への対策（75.4％）」「道路交通騒音･振動への対策（53.2%）」の2項目は半分以上が不満または

やや不満と回答しており、市民の課題意識の高い項目と言えます。  

･ 航空機による騒音への対策（不満－満足＝277） 

･ 道路交通騒音･振動への対策（101） 

･ ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策（58） 

･ 家庭や事業所で取り組める省エネルギーや再生可能エネルギーの導入に関する情報提供（50） 

･ 電気自動車・省エネ・低公害車の普及啓発（43）  

･ 省エネルギー・再生可能エネルギー機器の普及支援（18） 

  

取組を「知らない」とした回答が多かったのは、は次のとおりでした。 

･ 雨水の利用（雨水貯留槽の設置助成など）（294人） 

･ 省エネルギー・再生可能エネルギー機器の普及支援（276人）  

･ 湧水・地下水の保全（268人） 

･ 樹林地における自然観察会などの開催（265人） 
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･ 学校における環境学習（多摩川の自然観察、ヤマメのふ化・放流、副読本「ごみのゆくえ」を活用した

社会科学習など）（264人）など 

 

回答者の年代別に「とても満足」「やや満足」と「とても不満」「やや不満」の各合計を集計したところ、統計的

に差が認められた（年代によって回答傾向に差があった）のは、次の項目でした。 

 

   

 

   
  

 

分野別の状況は次のとおりです。 

 

分野１ 自然の保全・再生 

満足度が高かったのは、「公園の維持管理（とても満足・やや満足の合計56.3％）」、「樹林地などの保全

（玉川上水沿いの緑など）（53.7％）」、「川の自然観察など川に親しむ機会（52.7％）」でした。令和元年度の

アンケートでも同じ項目が同程度の満足度であったことから、市の自然環境に対する満足度は維持されていると

評価できます。 

不満足度が比較的高かった項目はありませんでした。 

取組の認知度が低いのは、「雨水の利用（雨水貯留槽の設置助成など）（知らない60.2％）」、「樹林地にお

ける自然観察会などの開催（54.5％）」、「湧水・地下水の保全（54.1％）」、「河原植生の再生（絶滅危惧種

「カワラノギク」など）（50.1％）」でした。 

令和元年度アンケートで「知らない」が50％を超えていた「外来生物への対策（アライグマ・ハクビシン・クビ

アカツヤカミキリなど）」は、やや認知度が上がったことが認められました。 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～40代

50 60代

70代～

樹林地のまとまり、都市の自然

満足 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～40代

50 60代

70代～

緑豊かな優れた住環境づくり

満足 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～40代

50 60代

70代～

地球温暖化対策への取組

満足 不満

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～40代

50 60代

70代～

公害防止・有害化学物質対策

満足 不満
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分野２ 潤い豊かな安心できるまちの創造 

満足度が高かったのは、「花や緑のあるまちづくり（61.3％）」、「福生らしい景観の保全（自然・歴史・文化）

（59.3％）」、「公共施設の緑化（52.7％）」、「玉川上水沿いの散策スポットの整備（51.8％）」でした。「福生

らしい景観の保全」は第３期中期計画の指標でしたが、目標値の「70%」に届きませんでした。 

不満足度が比較的高かったのは、「ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策（49.2％）」であり、これは令

和元年度アンケートでも同程度の評価でした。 

取組の認知度が比較的低いのは、「熊川分水などの水路の保全や水辺の環境整備（38.7％）」で、令和元

年度アンケートと同程度でした。 

 

分野３ 暮らし方の変革・地球システムへの適合 

満足度が高かったのは、「ごみ・資源の分別方法（79.0％）」、「市内の空気のきれいさ（70.3％）」、「ごみ発

生抑制のための情報提供（清掃だよりなど）（62.8％）」でした。令和元年度アンケートでもこれらの項目は高い

満足度を示していましたが、それをさらに微増した結果となりました。 

不満足度が比較的高かったのは、「航空機による騒音への対策（75.4％）」、「道路交通騒音･振動への対策

（53.2％）」で、令和元年度アンケートとほぼ同程度でした。 

取組の認知度が低いのは、「省エネルギー・再生可能エネルギー機器の普及支援（56.8％）」、「家庭や事業

所で取り組める省エネルギーや再生可能エネルギーの導入に関する情報提供（51.2％）」、「公共施設での省

エネルギー、再生可能エネルギー（太陽光発電など）の導入（51.9％）」、「電気自動車・省エネ・低公害車の普

及啓発（53.6％）」でした。令和元年度アンケートとほぼ同項目でしたが、いずれもややポイントが低下していま

す。 

 

計画の推進・環境まちづくりの展開（環境学習）と新規課題 

環境学習については、学校、地域いずれも満足度が37％超である一方、半分程度が「知らない」と回答して

います。 

 第３期中期実施計画から追加した新たな課題である、気候変動・気象災害に関わる項目では、いずれも高い満

足度が確認できました。 
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多摩川の水質、水量の確保

樹林地における自然観察会などの開催

飼い主のいないネコへの対策（去勢・不妊手術費の

助成など）

外来生物への対策（アライグマ・ハクビシン・

クビアカツヤカミキリなど）

公園の維持管理

樹林地などの保全（玉川上水沿いの緑など）

河原植生の再生（絶滅危惧種「カワラノギク」など）

多摩川などの一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）

川の自然観察など川に親しむ機会

多摩川の防災対策（体積土砂の除去や護岸、生態系への

配慮など）

雨水の利用（雨水貯留槽の設置助成など）

湧水・地下水の保全

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然の保全・再生

とても満足 やや満足 やや不満 不満 知らない 無回答

ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策

福生らしい景観の保全（自然・歴史・文化）

花や緑のあるまちづくり

まちなかの農地の保全・活用（市民農園含む）

公共施設の緑化

住宅や事業所などの緑化

熊川分水などの水路の保全や水辺の環境整備

玉川上水沿いの散策スポットの整備

0% 20% 40% 60% 80% 100%

潤い豊かな安心できるまちの創造

とても満足 やや満足 やや不満 不満 知らない 無回答
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ごみ・資源の分別方法

フリーマーケットやリサイクルプラザでの

リサイクル品の販売など（地域リサイクル）

プラスチックごみ削減への対策

食品ロス削減への対策

ごみ発生抑制のための情報提供（清掃だよりなど）

道路交通騒音 振動への対策

航空機による騒音への対策

市内の空気のきれいさ

バス・電車など公共交通の利便性

電気自動車・省エネ・低公害車の普及啓発

有害化学物質（大気汚染・水質汚濁など）への対策

サイクルシェアリング（HELLO CYCLING）

自転車に乗りやすいまちづくり（放置自転車対策・

駐輪場整備）

家庭や事業所で取り組める省エネルギーや再生可能

エネルギーの導入に関する情報提供

省エネルギー・再生可能エネルギー機器の普及支援

公共施設での省エネルギー、再生可能エネルギー

（太陽光発電など）の導入

0% 20% 40% 60% 80% 100%

暮らし方の変革・地球システムへの適合

とても満足 やや満足 やや不満 不満 知らない 無回答

豪雨、台風など気象災害への備え

（ハザードマップの全戸配布や自主避難の受け入れなど）

気温の上昇に関する注意喚起（熱中症予防など）

地域における環境学習

公民館や福祉センター等での講座など）

学校における環境学習（多摩川の自然観察、ヤマメのふ化・放流、副読本

「ごみのゆくえ」を活用した社会科学習など）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画の推進・環境まちづくりの展開

（環境学習）と新規課題

とても満足 やや満足 やや不満 不満 知らない 無回答
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問２ 市内で、自然や景観をこのまま残したいと思う場所があれば、ご記入ください。 

 

自由記述で残したい場所、残したい状態を尋ねたところ、多くの市民が挙げたのは「多摩川沿い（87人）」、

「玉川上水（66人）」、「多摩川（38人）」などでした。特定の箇所を指定しない「公園」や公園の名称を明記し

ての回答も多くありました。 

 

 

 

 

問３ 環境を改善したい場所 

問３ 市内で、環境を改善したいと思う場所があれば、ご記入ください。 

 

自由記述で改善したい場所、改善したい状態を尋ねたところ、「公園（34人）」、「福生駅（32人）」、「道路・

道（23人）」などが多く指摘されました。いずれの箇所についても、ポイ捨てやタバコのごみが目立つことを指摘

する意見が多くありました。 

 

 
 

問４ 約10年間の環境変化 

  

残したい状態

桜並木、遊歩道　他

雑木林、木立の茂る遊歩道、遊歩道　他

色々な鳥や虫が見られる、アユ釣りができる、大人も子どもものんびりできる　他

自然の多さ、運動などを楽しめること　他

整備しながらこのまま残してほしい、新しい苗木を植えたほうが良い　他

整備された自然、自然を生かした川沿いの景色と桜並木の美しさ　他

水がきれいで流れも程よい、人工的な整備ではなく自然の美しさ、歩きやすさ　他

里山のような手入れの行き届いた自然な景観、自然の植生が豊か　他

多摩川とその河原の環境に触れる機会を得られる場所

きれいな芝生、子どもも安心して遊べる、運動ができて季節の花が咲く

緑がきれい、樹林地の整備と噴水広場の清潔さ、公衆トイレの清潔を保ってほしい

自然の中に印象的、条件の良い場所にある、湧水の有効利用

0 20 40 60 80 100

多摩川沿い

玉川上水

多摩川

公園

桜並木、桜

中央公園

熊川分水

緑地

河川

かに坂公園

中福生公園

湧水

改善したい状態

ゴミやタバコのポイ捨てが目立つ、木が高く見通しが悪い、雑草、遊具が古い　他

ゴミが目立つ、歩きたばこ、道が歩きにくい、緑が少ない　他

ポイ捨てのゴミ、アスファルトがつぎはぎだらけ、緑が少ない　他

水中で草が茂り水害が心配、ゴミが目立つ　他

休める場所が少ない、タバコのポイ捨て　他

緑が少ない、歩行喫煙、タバコや食べ残しのゴミ　他

航空機騒音・振動、ポイ捨て、タバコのゴミ、自転車が走りにくい　他

自転車と歩行者がスムーズに走行・歩行しづらい、レンガがガタガタして歩きにくい　他

喫煙所の外に吸殻が多い、たまり場になっていてうるさい　他

治安が悪い、汚い、寂れた感じが怖い、自転車が走りにくい　他

0 5 10 15 20 25 30 35

公園

福生駅

道路・道

玉川上水

駅周辺

拝島駅

街全体

歩道

駅前

福生駅東口
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問４ おおよそ10年の間で、市内の環境変化として気になることはありますか。 

 

（１）気候変動（気温の上昇や気候の変化）による影響と思われる変化 

自由記述で気候変動の影響を感じる場所と変化の内容を尋ねたところ、多くの意見が寄せられたのは多摩

川・多摩川河川敷に関することでした。「桜の開花が早まっている」という意見が最も多く、「雑草が伸びるのが

早い」、「豪雨で増水することが増えた」という意見もありました。 

市内全体での変化としては「気温が高すぎる」、「植物の開花時期などが変わった」などの意見や、具体的な

箇所を挙げて、樹木や屋敷林の伐採、畑の減少との関係を指摘する意見などもありました。 

どこで？  どんな変化を感じる？  

※（  ）は類似意見の件数  

多摩川、多摩川河川敷  桜の開花が早まっている(7) 

桜の葉が落ちるのが早い、花の色が薄い  等  

台風や大雨で急に増水する、警戒が必要になる頻度が増えて

いる 等（6）  

河川敷の形状が変わってきた（3）  

雑草の伸びが早い、草木が過度に茂っている  等（5）  

セミの鳴き声、渡り鳥の変化  

セミ、フクロウの鳴き声が少なくなった  

ブタクサの飛散が早くなった  

水が温かい 他  

玉川上水  桜の開花が早い 

ホタルが少ない 

昆虫が少なくなり、鳥（ツミ）等も見られなくなった 

市内全域、自宅付近  気温が高すぎる、クーラーなしで寝られない（5）  

植物の開花時期などが変わった（5）  

路面の照り返しが酷い(3) 

雑草の伸びが早い、抜きにくい(3) 

豪雨による市中冠水や洪水の危険性が増えた（2）  

11月になっても蚊が出る 

ツマグロヒョウモン（南方系のチョウ）が見られる  他  

※記載内容は回答者の主観による記述であり、必ずしも気候変動影響と断定できないものも含まれ

ることに注意が必要です。 
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（２）生物多様性に関する変化  

市内全域で、「ハクビシンを見た」という意見が多数寄せられました。「タヌキを見た」、「ネズミを

見るようになった」という意見もありました。一方で「スズメが少なくなった」、「サワガニが減った」など、

以前は見られたものが減少していることを指摘する意見もありました。  

どこで？  どんな変化を感じる？  

市内全域、自宅

付近  

見たもの・増えたもの：ハクビシン、アライグマ、ネズミ、ハチ・ハチの巣、ナガミ

ヒナゲシ、蚊（冬）  

減ったもの：スズメ、クワガタ、カブトムシ、ホトトギス  

福生  見たもの・増えたもの：ハクビシン、タヌキ、アライグマ、南国の鳥のような声  

減ったもの：ネコ 

本町  減ったもの：スズメ、コウモリ 

志茂・牛浜  見たもの・増えたもの：タヌキ、ネズミ、カメムシ、セミ、カシノナガキクイムシ  

減ったもの：ネコ 

加美平  見たもの：ハクビシン、タヌキ、聞きなれない鳥の声  

武蔵野台  見たもの：ハクビシン、タヌキ、イノシシ、スズメバチ  

熊川  見たもの：ハクビシン、タヌキ、ネズミ  

南田園・北田園  見たもの・増えたもの：タヌキ、マムシ、大型のインコ、カメムシ  

減ったもの：サワガニ 

※記載内容は回答者の主観による記述であり、必ずしも生物多様性の変化と断定できないものも

含まれることに注意が必要です。  

 

 

問５ 総合的にみて、おおよそ10年の間で福生市の環境は良くなったと感じますか？ 

 

市内の環境状態に対する総合的な印象を尋ねたところ、4％が「とても良くなった」、31％が「やや良くなった」

と回答しました。「やや悪くなった（13％）」「とても悪くなった（2％）」と比べ、肯定的な変化を捉えている市民が

多いことが分かります。 

 

 

とても良くなった

4%

やや良くなった

31%

変わらない

38%

やや悪くなった

13%

とても悪くなった

2%

わからない・

在住10年未満

12%
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問６ あなたはどのような環境問題に関心がありますか？ 

関心の高いものを３つまで選んで○をつけてください。 

また、福生市内における影響が不安だと感じている項目に○をつけてください（いくつでも）。 

また、市が特に力を入れて取り組むべきと考えるものを３つまで選んで○をつけてください。 

 

関心が高い問題として多く選択されたのは、「地球温暖化（気候変動）（319人）」、「エネルギー問題（187

人）」、「食品ロス問題（152人）」、「プラスチックごみ問題（146人）」、「ヒートアイランド（都市の高温化）

（140人）」でした。「河川・水辺の水環境」は第３期中期実施計画の指標ですが、回答率は22.4％と目標値の

40％を下回りました。 

  福生市内おける影響が不安として多く選択されたのは、「河川・水辺の水環境（202人）」、「地球温暖化（気

候変動）（193人）」、「外来生物による影響（182人）」、「ヒートアイランド（都市の高温化）（151人）」、「緑地

の縮小による生きものの生息地の減少（149人）でした。」 

市が特に力を入れて取り組むべきとして多く選択されたのは、「河川・水辺の水環境（185人）」、「プラスチッ

ク問題（141人）」、「緑地の縮小による生きものの生息地の減少（139人）」、「地球温暖化（気候変動）（123

人）」でした。 

 

 

問７ 環境活動の取組状況 

  

0 50 100 150 200 250 300 350

①地球温暖化（気候変動）

②エネルギー問題

③外来生物による影響

④緑地の縮小による生きものの生息地の減少

⑤河川・水辺の水環境

⑥ヒートアイランド

⑦排気ガスなどによる大気汚染

⑧資源の枯渇

⑨プラスチックごみ問題

⑩食品ロス問題

(1)関心が高い (2)市内の影響が不安 (3)市が力を入れるべき
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問７ あなたは次のような自然に触れたり環境をよくするための行動や取り組みを、どの程度行っています

か 

 

多くの市民が経験しているのは、「使用しない照明や家電のスイッチオフなどの省エネルギー行動（日頃から

行っている・行ったことがあるの合計452人、93.0％）、「省エネ性能の高さを重視した家電製品等の選択

（405人、83.5％）」、「多摩川河川敷公園でのレジャーや散策（382人、78.3％）」、「気象災害などの際の避

難場所・経路の確認（372人、77.7％）」、「暑さを避けた活動時間・時期の変更（372人、77.7％）」でした。 

「意識したことがない」との回答が多かったのは、「シェアリング・レンタルサービスの活用（278人、58.3％）」、

「再生可能エネルギー比率の高さを重視した電力会社の選択（213人、44.3％）」、「フリーマーケットイベントや

フリマアプリ、リサイクルショップの利用（164人、34.2％）」、「生産地の環境や社会に悪影響を与えないことを

重視した商品の選択（157人、33.1％）」、「洗車時などに洗剤が流出しないように配慮（124人、22.6％）」で

した。 

 

  

多摩川河川敷公園でのレジャーや散策

シェアリング・レンタルサービスの活用

フリーマーケットイベントやフリマアプ

リ、リサイクルショップの利用

洗車時などに洗剤が流出しないように配

慮

家庭菜園などでの農薬・肥料の適正な使

用

庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭

木の育成

玉川上水や熊川分水沿いなどの散策

まちなかの公園での外遊びや散策

捨てる際の分別・リサイクルしやすさを

重視した商品の選択

再生可能エネルギー比率の高さを重視し

た電力会社の選択

省エネ性能の高さを重視した家電製品等

の選択

使用しない照明や家電のスイッチオフな

どの省エネルギー行動

暑さを避けた活動時間・時期の変更

気象災害などの際の避難場所・経路の確

認

生産地の環境や社会に悪影響を与えない

ことを重視した商品の選択

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日ごろからよく行っている 行ったことはある 意識したことがない

実施できる状況にない 無回答



資-16 

 

年代別に「日頃から行っている」または「行ったことがある」と回答した割合を集計すると、次のような結果にな

りました。 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多摩川河川敷公園でのレジャーや散策

まちなかの公園での外遊びや散策

玉川上水や熊川分水沿いなどの散策

庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成

家庭菜園などでの農薬・肥料の適正な使用

洗車時などに洗剤が流出しないように配慮

フリーマーケットイベントやフリマアプリ、リサイクルショップ …

シェアリング・レンタルサービスの活用

捨てる際の分別・リサイクルしやすさを重視した商品の選択

生産地の環境や社会に悪影響を与えないことを重視した商品の選択

気象災害などの際の避難場所・経路の確認

暑さを避けた活動時間・時期の変更

使用しない照明や家電のスイッチオフなどの省エネルギー行動

省エネ性能の高さを重視した家電製品等の選択

再生可能エネルギー比率の高さを重視した電力会社の選択

～40代 50 60代 70代～

フリーマーケットイベントやフリマアプリ、リサイクルショップの利用
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問８ あなたは次のような環境をよくするための市の制度や取り組みについて、どの程度利用または参加して

いますか？ 

 

多くの市民が経験しているのは、「町会・自治会等の資源回収への協力（たびたび利用・参加している、利用・

参加したことがあるの合計298人、61.2％）」、「町会・自治会による一斉清掃（214人、43.9％）」、「環境イベ

ントへの参加（ふっさ環境フェスティバルなど）（207人、42.2％）」、「身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保

全活動（161人、33.1％）」でした。 

「知っているが利用・参加したことはない」との回答が多かったのは、「サイクルシェアリング（電動アシスト自転

車）の利用（303人、62.2％）」、「コンポスター（生ごみ堆肥化容器）貸与制度、生ごみ処理機購入補助制度の

活用（243人、49.8％）」、「花いっぱい運動（233人、47.9％）」、「環境についての学習会や体験活動への参

加（環境セミナー、水辺の楽校など）（229人、47.1％）」、「河川一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）（209

人、43.0％）」でした。 

「取組、内容を知らない」との回答が多かったのは、「カワラノギク（絶滅危惧種）の保全活動などの自然保護

活動（279人、57.3％）」、「環境にかかわる市民団体やサークルでの活動（270人、55.4％）」、「市の各種計

画への市民参加や環境行政事業などへの参画（267人、54.9％）」、「環境についての学習会や体験活動への

参加（環境セミナー、水辺の楽校など）（209人、43.0％）」、「コンポスター（生ごみ堆肥化容器）貸与制度、生

ごみ処理機購入補助制度の活用（202人、41.4％）」でした。 

「カワラノギク（絶滅危惧種）の保全活動などの自然保護活動」は第３期中期実施計画の指標ですが、認知

度は41.5％と目標値の70％を下回りました。 

 

 

市の各種計画への市民参加や環境行政事業などへの

参画

身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動

町会・自治会等の資源回収への協力

町会・自治会による一斉清掃

河川一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）

花いっぱい運動など緑化推進活動

サイクルシェアリング（電動アシスト自転車）の利用

コンポスター（生ごみ堆肥化容器）貸与制度、生ご

み処理機購入補助制度の活用

環境イベントへの参加（ふっさ環境フェスティバル

など）

カワラノギク（絶滅危惧種）の保全活動などの自然

保護活動

環境についての学習会や体験活動への参加（環境セ

ミナー、水辺の楽校など）

環境にかかわる市民団体やサークルでの活動

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たびたび利用・参加している 利用・参加したことがある

知っているが利用・参加したことはない 取組、内容を知らない

無回答
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年代別に「たびたび利用・参加している」または「利用・参加したことがある」と回答した割合を集計すると、次

のような結果になりました。 

 

 

 

属性項目の集計結果 

※表中の数字はいずれも回答者数（人） 

 

１．性別 

男性 213 

女性 280 

その他 3 

 

２．年代 

10代 5 

20代 25 

30代 39 

40代 75 

50代 110 

60代 99 

70代以上 143 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動

町会・自治会等の資源回収への協力

町会・自治会による一斉清掃

河川一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）

花いっぱい運動など緑化推進活動

サイクルシェアリング（電動アシスト自転車）の利用

コンポスター（生ごみ堆肥化容器）貸与制度、生ごみ処理機購入補助制度の…

環境イベントへの参加（ふっさ環境フェスティバルなど）

カワラノギク（絶滅危惧種）の保全活動などの自然保護活動

環境についての学習会や体験活動への参加（環境セミナー、水辺の楽校など）

環境にかかわる市民団体やサークルでの活動

市の各種計画への市民参加や環境行政事業などへの参画

～30代

40・50代

60代～

コンポスター（生ごみ堆肥化容器）貸与制度、生ごみ処理機購入補助制度の活用

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022

2022配付

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
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３．職業 

会社員 144 

公務員 20 

自営業 29 

パートタイマー 80 

学生 8 

無職 190 

その他 22 

 

 

４．家族構成（回答者を含む同居人数） 

1人 61 

2人 187 

3人 121 

4人 97 

5人以上 26 

 

 

５．居住地区 

福生 本町 志茂 牛浜 加美平 武蔵野台 熊川 南田園 北田園 東町 

129 9 21 18 53 53 150 37 22 3 

 

 

６．居住年数 

1年以内 15 

1～5年未満 25 

5～10年未満 33 

10～20年未満 83 

20年以上 342 

 

  

７．今後の居住意志 

はい（今後も福生市に住みたい） 440 

いいえ（近隣市町村へ移りたい） 24 

いいえ（区部へ移りたい） 11 

いいえ（都外へ移りたい） 10 

 

 

 

会社員

29%

パートタイマー

16%
自営業

6%

公務員

4%

学生

2%

無職

39%

その他

4%

1人

12%

2人

38%

3人

25%

4人

20%

5人以上

5%

1年以内

3%
1～5年未満

5%

5～10年未満

6%

10～20年未満

17%

20年以上

69%

はい

91%

いいえ（近隣市町村へ移りたい）

5%

いいえ（都外へ移りたい）

2%

いいえ（区部へ移りたい）

2%
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参考：平成14年アンケートとの比較 

第１次環境基本計画策定に先駆けて、平成14年度に市民アンケートが実施されました（平成14年調査）。 

今回の調査（令和４年調査）と類似する質問について、回答内容を比較します。 

 

※平成14年調査の概要 

調査対象 市内在住の20歳以上 2,000人 

調査時期 平成14年11月5日～11月18日 

回収状況 688人（回収率34.4％） 

 

（１）環境の状態に対する満足度 

令和４年調査の問１（福生市の環境に関する次の取り組みについて、どの程度満足していますか）と類似する

項目です。平成14年調査結果のグラフ右側に、令和4年調査の類似項目における満足度を併記しました（一部

を除き、平成14年度調査結果の詳細は不明）。 

平成14年調査と比較して満足度が向上したと見られる項目は、「林の保全」「多摩川の保全」「観察会などの

機会」「空気のきれいさ」「ごみ回収・リサイクル事業」などです。 

また、「市の環境は良くなっている」との問いに対して、令和４年調査の問５（総合的にみて、おおよそ10年の間

で福生市の環境は良くなったと感じますか）では35％が「良くなった」と回答していることから、環境改善の実感

を持っている市民がより増えていることがうかがえます。 

 

 

 

②49.1% 

①53.7% 

③52.7%(川) 
36.8％(樹林地) 

④70.3% 

⑤79.0% 

⑥59.3% 

令和 4年調査の

満足率 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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（２）身近な環境で気になること 

令和４年調査の問１（福生市の環境に関する次の取り組みについて、どの程度満足していますか）と類似する

項目です。平成14年調査結果のグラフ右側に、令和４年調査の類似項目における不満足度を併記しました。 

「航空機騒音」に対する市民の評価はより厳しいものになっていること、また「ポイ捨てや不法投棄対策」につ

いては若干の改善は見られるものの、依然として課題意識の高い項目であると言えます。「身近な公園」の維持

管理状況についてもやや厳しい評価が増しているようです。 

 

 

 

（３）残したい大切な環境 

回答方式は異なるものの、平成14年調査でも残したい環境として「多摩川」や「玉川上水」を挙げる市民が

多数いました。令和４年調査では「静かな住宅街」に類似する記述はなく、住宅地の状況が大きく変化したこと

が反映していると考えられます。 

 

① 

② 

③ 

④ 

①75.4% 

②49.2% 

③32.5% 

④10.8% 

令和 4年調査の

不満足率 
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参考：郵送回答とＷＥＢ（情報メールから）回答の比較（抜粋） 

問１ 分野別取り組みの満足度（とても満足＋やや満足の割合） 

 

  

多摩川の水質、水量の確保

湧水・地下水の保全

雨水の利用（雨水貯留槽の設置助成など）

多摩川の防災対策

川の自然観察など川に親しむ機会

多摩川などの一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）

河原植生の再生（絶滅危惧種「カワラノギク」など）

樹林地などの保全（玉川上水沿いの緑など）

公園の維持管理

外来生物への対策

飼い主のいないネコへの対策（去勢・不妊手術費の助成など）

樹林地における自然観察会などの開催

福生らしい景観の保全（自然・歴史・文化）

ごみのポイ捨てや歩行喫煙禁止などの対策

玉川上水沿いの散策スポットの整備

熊川分水などの水路の保全や水辺の環境整備

住宅や事業所などの緑化

公共施設の緑化

まちなかの農地の保全・活用（市民農園含む）

花や緑のあるまちづくり

ごみ・資源の分別方法

ごみ発生抑制のための情報提供（清掃だよりなど）

食品ロス削減への対策

プラスチックごみ削減への対策

フリーマーケットやリサイクルプラザでのリサイクル品の販売など

公共施設での省エネルギー、再生可能エネルギー（太陽光発電など）の導入

省エネルギー・再生可能エネルギー機器の普及支援

家庭や事業所で取り組める省エネ・再エネ導入に関する情報提供

自転車に乗りやすいまちづくり

サイクルシェアリング（HELLO CYCLING）

電気自動車・省エネ・低公害車の普及啓発

バス・電車など公共交通の利便性

市内の空気のきれいさ

航空機による騒音への対策

道路交通騒音 振動への対策

有害化学物質（大気汚染・水質汚濁など）への対策

学校における環境学習

地域における環境学習（公民館や福祉センター等での講座など）

気温の上昇に関する注意喚起（熱中症予防など）

豪雨、台風など気象災害への備え

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

郵送 WEB
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問５ 総合的な環境の評価 

 

 

 

問６ 関心のある環境問題（「関心がある」選択率） 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

郵送

WEB

とても良くなった やや良くなった

変わらない やや悪くなった

とても悪くなった わからない・在住10年未満

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

①地球温暖化（気候変動）

②エネルギー問題

③外来生物による影響

④緑地の縮小による生きものの生息地の減少

⑤河川・水辺の水環境

⑥ヒートアイランド

⑦排気ガスなどによる大気汚染

⑧資源の枯渇

⑨プラスチックごみ問題

⑩食品ロス問題

郵送

WEB
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問７ 環境活動の取組状況 

 

 

問８ 環境に関する制度・事業の利用状況 

 

 

  

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

多摩川河川敷公園でのレジャーや散策

まちなかの公園での外遊びや散策

玉川上水や熊川分水沿いなどの散策

庭やベランダでの植物・野菜の栽培、庭木の育成

家庭菜園などでの農薬・肥料の適正な使用

洗車時などに洗剤が流出しないように配慮

フリーマーケットイベントやフリマアプリ、リサイクルショップの利用

シェアリング・レンタルサービスの活用

捨てる際の分別・リサイクルしやすさを重視した商品の選択

生産地の環境や社会に悪影響を与えないことを重視した商品の選択

気象災害などの際の避難場所・経路の確認

暑さを避けた活動時間・時期の変更

使用しない照明や家電のスイッチオフなどの省エネルギー行動

省エネ性能の高さを重視した家電製品等の選択

再生可能エネルギー比率の高さを重視した電力会社の選択

郵送

WEB

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

身近な公園や緑地の清掃や維持管理、保全活動

町会・自治会等の資源回収への協力

町会・自治会による一斉清掃

河川一斉清掃（多摩川河川敷、熊川分水）

花いっぱい運動など緑化推進活動

サイクルシェアリング（電動アシスト自転車）の利用

コンポスター貸与制度、生ごみ処理機購入補助制度の活用

環境イベントへの参加（ふっさ環境フェスティバルなど）

カワラノギク（絶滅危惧種）の保全活動などの自然保護…

環境についての学習会や体験活動への参加

環境にかかわる市民団体やサークルでの活動

市の各種計画への市民参加や環境行政事業などへの参画

郵送

WEB
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（郵送回答とWeb（情報メールから）回答の年代分布） 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

紙

WEB

母集団

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上



資-26 

 

計画の策定経過 

日 付 会議等 内容 

令和４年（２０２２年）度 

７月１５日 第１回環境事業推進会議 （１）環境基本計画実行計画（令和４年度実行計画進

捗状況）について 

（２）環境基本計画実行計画（令和５年度実行計画）

について 

（３）その他：環境基本計画の改定スケジュール等につ

いて 

８月１日 第１回環境審議会 （１）環境基本計画実行計画（令和４年度実行計画進

捗状況）について 

（２）環境基本計画実行計画（令和５年度実行計画）

について 

（３）その他：環境基本計画の改定スケジュール等につ

いて 

１２月９日 第１回環境基本計画市民会

議 

（１）環境基本計画に係る進捗状況等 

（２）環境政策に関する最新動向（Web講義） 

１２月２６日 第２回環境基本計画市民会

議 

（１）ワールドカフェ「２０５０年頃のくらし」、「１０年後の

環境状態」 

１月２６日 第３回環境基本計画市民会

議（視察） 

場所：むさしのエコreゾート、武蔵野クリーンセンター見

学 

１月３０日付 第２回環境事業推進会議（書

面開催） 

（１）環境に関する市民アンケート 集計結果について 

（２）環境基本計画市民会議の運用状況等について 

２月１日 第２回環境審議会 （１）環境に関する市民アンケート 集計結果報告書

（案）について 

（２）（仮称）環境基本計画市民会議の進捗状況につ

いて 

３月３日 第４回環境基本計画市民会

議 

（１）第３回（視察）の振り返り 

（２）グループワーク「循環型社会」 

３月１７日 第５回環境基本計画市民会

議 

（１）グループワーク「生物多様性・自然環境」 

令和５年（２０２３年）度 

４月７日 第６回環境基本計画市民会

議 

（１）グループワーク「気候変動・エネルギー」 

４月２０日 第７回環境基本計画市民会

議 

（１）グループワーク「景観等、その他環境関連項目」 

５月１０日 第８回環境基本計画市民会

議 

（午前）市役所関連部署との意見交換会 

（午後）意見交換会を踏まえたまとめ作業 
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６月１日 第９回環境基本計画市民会

議 

（１）市民提言（案）の再検討 

７月２６日 第１回環境審議会 （１）環境基本計画実行計画（令和４年度実行計画進

捗状況）について 

（２）環境基本計画実行計画（令和５年度実行計画）

について 

（３）環境基本計画改定のポイントについて 

８月２日 第１回環境事業推進会議（書

面開催） 

（１）環境基本計画実行計画（令和４年度実行計画進

捗状況）について 

（２）環境基本計画実行計画（令和５年度実行計画）

について 

（３）環境基本計画改定のポイントについて 

８月２１日 気候変動適応ワークショップ

（関係部署） 

（１）気候変動地域適応計画の必要性や福生市の気

候変動予測に関する情報提供 

（２）市内で予測される気候変動影響の抽出及びその

影響評価、各部署が所管する施策の位置付け等に係

るワークショップ（施策の共有・意見交換等の作業） 

１０月１１日付 第２回環境審議会（書面開

催） 

（１）第２次環境基本計画（素案）に係る施策等につい

て 

１０月３０日 第３回環境審議会 （１）第２次環境基本計画（素案）の確認について 

（２）計画策定までの今後のスケジュールについて 

１２月４日 第１０回環境基本計画市民会

議 

（１）第２次環境基本計画（案）の概要 

（２）環境基本計画市民会議による活動プロジェクトの

検討等 

１２月１４日～ 

令和６年１月１２日 

パブリックコメント  

２月１６日 第４回環境審議会 （１）第２次環境基本計画（最終案）について 

３月４日 庁議 計画決定 
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福生市環境審議会（敬称略） 

役 職 氏 名 区 分 備 考 

 池  田  英津子 市民の代表   

 上  村    喬 市民の代表   

 古  屋  泰  男 市民の代表   

副会長 横  田  君  子 市民の代表   

 田  村  半十郎 事 業 者 田村酒造場代表 

 山  下  真  一 事 業 者 武陽ガス株式会社代表取締役社長 

会  長 小  倉  紀  雄 学識経験者 東京農工大学名誉教授 

 千  葉  保  彦 学識経験者 東京都環境学習リーダー 

 野  村    亮 学識経験者 ＮＰＯ法人自然環境アカデミー代表理事 

 畠  瀬  頼  子 学識経験者 一般財団法人自然環境研究センター主席研究員 

 

福生市環境事業推進会議     福生市環境基本計画市民会議（敬称略） 

役 職 職 名  氏 名 備 考（環境に関する市民活動等） 

座 長 生活環境部長  池 田 昌 三 公募による参加 

 議会事務局長  伊  東  静  一 ＮＰＯ法人自然環境アカデミーなど 

 企画財政部長  岩  尾  俊  二 公募による参加 

 企画財政部参事  大  井  翔  子 Ｆ‐ｅ市民監査委員など 

 総 務 部 長  砥  綿   潤 ふっさ環境市民会議など 

 市 民 部 長  中  村  幸  一 公募による参加 

 福祉保健部長  双  木  邦  夫 ふっさ環境市民会議など 

 福祉保健部参事  古  山  幸  司 ふっさ環境市民会議など 

 子ども家庭部長  正  木  直  美 公募による参加 

 都市建設部長  山  本   忠 ふっさ環境市民会議など 

 教 育 部 長    

 教 育 部 参 事    

 企画調整課長    

 財 政 課 長    

 秘書広報課長    

事務局 環境政策課長    
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